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一般会計・特別会計　総額 単位：千円

令和２年度 令和元年度 比較 前年比

　当初予算総額　※ 6,057,054 5,412,556 644,498 ＋11.9%

一般会計当初予算額 単位：千円

令和２年度 令和元年度 比較 前年比

　一般会計 4,100,000 3,630,000 470,000 ＋12.9%

　　前年度予算繰越（事業前倒分） 68,028（※1） 17,474（※2） 50,554 ＋289.3%

　　実質当初予算合計 4,168,028 3,647,474 520,554 ＋14.3%

特別会計当初予算額 単位：千円

令和２年度 令和元年度 比較 前年比

　国民健康保険特別会計 515,000 545,000 △ 30,000 △5.5%

　後期高齢者医療特別会計 84,000 75,000 9,000 ＋12.0%

　介護保険特別会計 754,000 785,000 △ 31,000 △3.9%

合　　計 1,353,000 1,405,000 △ 52,000 △3.7%

事業会計当初予算額 単位：千円

令和２年度 令和元年度 比較 前年比

　水道事業会計　※ 376,451 225,686 150,765 ＋66.8%

　下水道事業会計　※ 614,154 540,796 73,358 ＋13.6%

合　　計 990,605 766,482 224,123 ＋29.2%

一般会計から特別会計・事業会計への繰出金一覧表 単位：千円

令和２年度 令和元年度 比較 前年比

　国民健康保険特別会計 39,802 40,339 △ 537 △1.3%

　後期高齢者医療特別会計 25,685 24,934 751 ＋3.0%

　介護保険特別会計 109,714 113,784 △ 4,070 △3.6%

　水道事業会計 16,350 14,869 1,481 ＋10.0%

　下水道事業会計 195,000 195,000 0 ＋0.0%

合　　計 386,551 388,926 △ 2,375 △0.6%

※1：特養喬木荘非常用発電設備更新事業、学校施設通信ネットワーク更新事業、中学校トイレ洋式化事業
※2：プレミアム付商品券事業、通学路防犯カメラ設置事業、第二小学校トイレ洋式化事業

※一般会計・特別会計当初予算額から繰出額を引いた額

※収益的支出と資本的支出の総額
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単位：千円

単位：千円

令和２年度 構成比 令和元年度 前年比

 1 村税 514,240 12.6% 513,109 ＋0.2%

 2 地方譲与税 38,600 0.9% 37,700 ＋2.4%

 3 利子割交付金 400 0.0% 1,000 △60.0%

 4 配当割交付金 1,500 0.0% 2,000 △25.0%

 5 株式等譲渡所得割交付金 1,000 0.0% 1,000 -　

 6 法人事業税交付金 1,500 0.0% － 皆増

 7 地方消費税交付金 126,000 3.1% 114,000 ＋10.5%

 8 環境性能割交付金 2,500 0.1% 5,500 △54.5%

 9 地方特例交付金 3,000 0.1% 12,500 △76.0%

10 地方交付税 1,572,354 38.4% 1,507,084 ＋4.3%

11 交通安全対策特別交付金 500 0.0% 500 -　

12 分担金及び負担金 58,431 1.4% 70,186 △16.7%

13 使用料及び手数料 35,646 0.9% 35,483 ＋0.5%

14 国庫支出金 250,367 6.1% 219,433 ＋14.1%

15 県支出金 182,579 4.5% 185,554 △1.6%

16 財産収入 20,858 0.5% 23,743 △12.2%

17 寄付金 152,997 3.7% 155,565 △1.7%

18 繰入金 485,083 11.8% 156,025 ＋210.9%

19 繰越金 100,000 2.4% 100,000 -　

20 諸収入 273,245 6.7% 316,618 △13.7%

21 村債 279,200 6.8% 173,000 ＋61.4%

4,100,000 100.0% 3,630,000 ＋12.9%

区　分

合　計

自主財源

40.0%

（37.8%）

依存財源

60.0%

(62.2%)

村税

514,240

分担金・負担金

58,431

使用料・手数料

35,646

寄付金

152,997

繰入金

485,083

その他

394,103

地方交付税

1,572,354

国庫支出金

250,367

県支出金

182,579

交付金

175,000

村債

279,200

歳入

（ ）は前年度
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単位：千円

○一般会計　歳出の状況（性質別）　性質別の区分は、決算統計による区分 単位：千円

区　分 令和２年度 構成比 令和元年度 前年比

 A. 人件費 774,537 18.9% 655,079 ＋18.2%
 B. 扶助費 414,549 10.1% 400,358 ＋3.5%
 C. 公債費 318,187 7.8% 302,265 ＋5.3%
 D. 普通建設事業費 1,015,610 24.8% 608,353 ＋66.9%
 E. 災害復旧事業費 400 0.0% 400 -   
 F. 物件費 660,775 16.1% 755,725 △12.6%
 G. 維持補修費 38,290 0.9% 56,583 △32.3%
 H. 補助費等 458,108 11.2% 441,534 ＋3.8%
  I. 繰出金 263,577 6.4% 266,847 △1.2%
 J. 積立金 7,310 0.2% 9,652 △24.3%
 K. 投資及び出資金 113,460 2.8% 98,285 ＋15.4%
 Ｌ. 貸付金 0 0.0% 5,000 皆減
 Ｍ. 予備費 35,197 0.8% 29,919 ＋17.6%

合　計 4,100,000 100.0% 3,630,000 ＋12.9%

○一般会計　歳出の状況（目的別） 単位：千円

区　分 令和２年度 構成比 令和元年度 前年比

 1 議会費 55,583 1.4% 53,798 ＋3.3%
 2 総務費 1,077,627 26.3% 1,025,584 ＋5.1%
 3 民生費 1,131,987 27.6% 890,759 ＋27.1%
 4 衛生費 182,287 4.4% 171,239 ＋6.5%
 5 農林水産業費 217,610 5.3% 174,640 ＋24.6%
 6 商工費 25,613 0.6% 35,528 △27.9%
 7 土木費 511,724 12.5% 404,590 ＋26.5%
 8 消防費 160,723 3.9% 153,069 ＋5.0%
 9 教育費 383,061 9.3% 388,009 △1.3%
10 災害復旧費 400 0.0% 400 -   
11 公債費 318,187 7.8% 302,265 ＋5.3%
12 諸支出金 1 0.0% 200 △99.5%

13 予備費 35,197 0.9% 29,919 ＋17.6%

合　計 4,100,000 100.0% 3,630,000 ＋12.9%

義務的経費

36.8%

（37.4%）

投資的経費

24.8%

（16.8%）

その他の経費

38.4%

（45.8%）

A 人件費

774,537

B 扶助費

414,549

C 公債費

318,187

D 普通建設事業費

1,015,610E 災害復旧事業費

400

F 物件費

660,775

G 維持補修費

38,290

H 補助費等

458,108

I 繰出金

263,577

J 積立金

7,310

K 投資及び出資金

113,460

Ｍ. 予備費

35,197

歳出

（ ）は前年度

3



３　一般会計予算の推移
単位：百万円  

単位：百万円　
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歳出

当初予算総額

繰入金
村税

村債

地方交付税

人件費

普通建設事業費扶助費

公債費

繰越（事業前倒）を

含む当初予算総額

3,883

繰越（事業前倒）を

含む普通建設事業

3,966

744

3,694

595

3,792

625

3,647

1,084

837

4,168
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４　基金の状況

単位：百万円

平成27
年度末

平成28
年度末

平成29
年度末

平成30
年度末

令和元
年度末

（見込）

令和２
年度末

（見込）

令和２
年度中
増減

一般会計基金・計 3,270 3,671 3,810 3,870 3,973 3,504 △ 469

1.財政調整基金 983 835 616 618 618 449 △ 169

2.減債基金 446 447 448 449 600 600 0

3.特定目的基金 1,841 2,389 2,746 2,803 2,755 2,455 △ 300

特別会計等基金・計 223 148 215 235 236 236 0

基金・合計 3,493 3,819 4,025 4,105 4,209 3,740 △ 469

※定額運用基金を除く

3,270

3,671

3,810
3,870

3,973

3,504223

148

215
235

236

236

983

835

616 618 618

449
446 447 448 449

600

600

1,841

2,389

2,746
2,803 2,755

2,455

平成27

年度末

平成28

年度末

平成29

年度末

平成30

年度末

令和元

年度末

（見込）

令和２

年度末

（見込）

基金の推移

特定目的基金

減債基金

財政調整基金

一般会計基金

特別会計等基金

【単位：百万円】

3,493

3,819

4,025
4,105

4,209

3,740
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５　村債の現在高

単位：百万円

平成27
年度末

平成28
年度末

平成29
年度末

平成30
年度末

令和元
年度末

（見込）

令和２
年度末

（見込）

令和２
年度中
増減

一般会計村債 2,713 2,542 2,423 2,249 2,165 2,135 △ 30

1.普通債 2,713 2,542 2,423 2,249 2,164 2,134 △ 30

2.災害復旧債 0 0 0 0 1 1 0

特別会計等債 2,088 2,142 1,985 1,834 1,685 1,760 75

1.水道事業債 506 647 628 611 589 745 156

2.下水道事業債 1,582 1,495 1,357 1,223 1,096 1,015 △ 81

村債・合計 4,801 4,684 4,408 4,083 3,850 3,895 45

2,713
2,542

2,423
2,249 2,165 2,135

2,088
2,142

1,985

1,834

1,685 1,760

506
647 628 611 589

745

1,582
1,495

1,357
1,223

1,096

1,015

平成27

年度末

平成28

年度末

平成29

年度末

平成30

年度末

令和元

年度末

（見込）

令和２

年度末

（見込）

村債残高の推移

一般会計村債残高
特別会計等債残高

下水道債

簡易水道債

4,684
4,801

4,083

【単位：百万円】

3,850

4,408

3,895
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６　施策体系別予算説明（新たな取り組み等の特徴的な事業）

第５次喬木村総合計画で定めた基本構想の実現に向け、分野ごとに施策を実施します。

福祉・保健・医療 すべての人が生涯にわたり、健康で安心して暮らせるむら

予算額 ページ 事業№

○村民の健康づくりの推進
・ 健康増進事業経費（歯科検診委託料） 168千円 P33 〔84〕

40、50、60、70歳の方に、歯科健診の受診券を配布

・ 風しん対策事業 2,362千円 P35 〔89〕

対象者（40～57歳男性）全員に抗体検査無料クーポンを配布

○高齢者福祉の推進
・ 喬木荘維持管理経費（非常用発電設備更新） 31,570千円

福祉避難所を担う、特養喬木荘の非常用発電設備を更新する　※令和元年度予算繰越事業

・ 喬木荘維持管理経費（長寿命化工事） 8,910千円 P29 〔68〕

特養喬木荘の長寿命化のため、屋根防水工事、屋根瓦修繕工事等を行う

・ 生活支援体制整備事業 【介護特会】 37千円 P87 〔24〕

住民による支え合い型移動支援の実証事業を加々須区で行う

○社会保障の充実
・ 社会福祉協議会関係経費（生活困窮者支援） 5,000千円 P24 〔50〕

生活困窮者に対する相談・支援を行う

・ 社会福祉一般経費（さくらの園改修工事） 8,470千円 P25 〔53〕

施設利用者の環境改善のため、施設の改修を行う

社会基盤 住みたいと思える生活基盤の整ったむら

予算額 ページ 事業№

○道路・交通網の充実
・ 村営バス運営経費 25,769千円 P13 〔3〕

富田地区・上平地区で実証運行を行う（大島線）

・ リニア関連整備事業 462,500千円 P19 〔27〕

堰下ガイドウェイ盛土造成工事、伊久間工場団地関連工事等

・ 社会資本整備総合交付金事業 57,614千円 P50 〔151〕

５年に１度の橋梁・トンネルの点検、橋梁修繕工事等を行う

○住環境の整備
宅地造成事業 68,050千円 P52 〔158〕

下段地域に宅地造成を行うための土地購入費や補償金等

○上・下水道の整備
・ 建設改良費 【水道事業会計】 182,160千円 P94 〔7〕

統合保育所、伊久間工場団地等の村の開発に伴う水道管布設工事

・ 建設改良費 【下水道事業会計】 168,500千円 P98 〔6〕

富田処理場の設備更新（２年目）、堰下の管渠新設工事等を行う

生活環境 環境にやさしく、安全・安心なむら

予算額 ページ 事業№

○循環型社会の形成
・ 公害対策関係事業補助金（監視カメラ設置補助金） 500千円 P37 〔97〕

ごみステーションに監視カメラを設置するための補助の創設

○消防・防災対策の充実
・ 消防団運営経費（救急救助用資機材購入） 8,234千円 P53 〔162〕

電動油圧切断機等の救急救助用資機材を各分団に１台配備する

○防犯対策の充実
・ 消費者保護関係経費 101千円 P49 〔147〕

高齢者が特殊詐欺被害防止機能を有した電話機等を購入するための補助の創設

○新  
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産業 産業と雇用を交流で生み出すむら

予算額 ページ 事業№

○地域特性を活かした農業振興
・ 村単農業施設改良事業 47,655千円 P41 〔116〕

水路改修や個別施設計画、ため池ハザードマップの作成等を行う

○豊かな森林の育成と活用
・ 林業総務一般経費（木材破砕機購入） 4,000千円 P44 〔127〕

木材破砕機を整備する

里山整備関連事業 5,500千円 P46 〔133〕

九十九谷森林公園内の案内看板の設置、通学路・車道沿線の支障木伐採を行う

教育・文化 生涯、共に学び、誇りと愛着を持ったグローバルな人材を育むむら

予算額 ページ 事業№

○保育・教育の充実
統合保育所関係経費 179,680千円 P31 〔76〕

統合保育所建設のための用地取得、造成工事、設計等

・ 教育委員会事務局一般経費 22,866千円 P55 〔167〕

奨学金貸付事業基金への積み増しや個別施設計画の作成等を行う

・ ICT活用教育関係経費 5,658千円
小中学校の通信ネットワークを高速大容量なものに更新する　※令和元年度予算繰越事業

・ 第二小学校管理経費（照明器具LED化工事） 5,005千円 P57 〔176〕

普通教室等の照明器具のLED化工事を行う

・ 中学校管理経費（トイレ洋式化工事） 30,800千円
避難所としての機能強化を図るため、トイレの洋式化を行う　※令和元年度予算繰越事業

○スポーツ活動の推進
・ 保健体育施設管理経費（施設改修） 15,215千円 P62 〔196〕

中央社会体育館の非常用発電設備の更新、運動公園ランニングコース照明器具のLED化

○文化・芸術活動の推進
・ 埋蔵文化財発掘経費 6,029千円 P63 〔200〕

統合保育所建設のため、事業地の発掘調査を行う

○人権尊重の推進
・ 人権・平和関係経費（平和学習会記念講演） 250千円 P59 〔184〕

平和学習会の第50回を記念した講演会を行う

行財政・住民参加 村民と行政がおもいを一つに協働と戦略的経営を進めるむら

予算額 ページ 事業№

○協働のむらづくりの推進
・ 庁内情報機器関連経費（ソフトウェア使用料） 646千円 P13 〔6〕

住民の皆さまがスマホ等を使い即時に役場への情報提供ができるソフト等の導入を行う

○戦略的な自治体経営の推進
・ ふるさと納税関係経費 82,463千円 P14 〔10〕

ふるさと納税へのお礼品、寄付情報管理システム等の寄付受入のための経費

・ 総合計画関係経費 3,158千円 P20 〔32〕

総合計画後期計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略、国土利用計画の策定を行う

・ 徴税賦課事務経費（コンビニ収納） 504千円 P20 〔34〕

今年度から開始するコンビニ収納等に必要な経費

○新  

○新  
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ページ 事業№ 事業名
事業費
（千円）

ページ 事業№ 事業名
事業費
（千円）

議会費 〔37〕 選挙啓発経費 133

P12 〔1〕 議会一般管理費 3,076 〔38〕 参議院議員通常選挙執行経費 0

〔2〕 議員人件費 見直し 41,347 P22 〔39〕
小渋川土地改良区総代選挙執
行経費

0

総務費 〔40〕 県議会議員一般選挙費 0

P13 〔3〕 村営バス運営経費 見直し 25,769 〔41〕 統計一般経費 3,200

〔4〕
小さな拠点交通ネットワーク
運行事業

6,233 〔42〕 監査委員関係経費 682

〔5〕 総合文化祭事業 4,648 民生費

〔6〕 庁内情報機器関連経費 見直し 33,092 P23 〔43〕 出会い・結婚支援事業 1,980

P14 〔7〕 企画財政一般経費 852 〔44〕 児童・生徒医療費（村単） 12,600

〔8〕 庶務関係事業補助金 150 〔45〕 乳幼児医療費（県単） 6,475

〔9〕 地域おこし協力隊事業 12,600 〔46〕 介護者慰労事業 750

〔10〕 ふるさと納税関係経費 82,463 P24 〔47〕
地域福祉総合助成金（障害
者）

1,483

P15 〔11〕 企画財政システム関連経費 2,986 〔48〕 老人福祉施設入所措置事業 16,834

〔12〕 公共資産管理関係経費 0 〔49〕 移送支援事業 6,000

〔13〕
下伊那北部総合事務組合関係
経費

5,531 〔50〕 社会福祉協議会関係経費 見直し 14,000

〔14〕 庶務事務経費 27,271 P25 〔51〕 重心母子精神医療費（県単） 20,030

P16 〔15〕 庁用事務管理経費 16,636 〔52〕 重心母子精神医療費（村単） 1,711

〔16〕 交際費一般経費 600 〔53〕 社会福祉一般経費 18,790

〔17〕 特別職人事経費 見直し 39,323 〔54〕 福祉医療事務関係経費 3,064

〔18〕 一般職員人事経費 645,528 P26 〔55〕 国民健康保険関係経費 39,802

P17 〔19〕 広報一般経費 2,226 〔56〕 医療費支払基金管理経費 1

〔20〕 会計一般経費 1,627 〔57〕 国民年金事業 66

〔21〕 公用車維持管理経費 4,624 〔58〕
地域福祉総合助成金（高齢
者）

700

〔22〕 財政調整基金等管理経費 7,310 P27 〔59〕 福祉介護費 廃止 0

P18 〔23〕 庁舎管理経費 14,199 〔60〕 高齢者クラブ活動事業 見直し 677

〔24〕 交通安全防犯一般経費 1,915 〔61〕 緊急通報サービス事業 594

〔25〕 交通安全・防犯施設整備経費 459 〔62〕 介護保険関連事業経費 150

〔26〕 ＵIJターン推進事業 3,658 P28 〔63〕 介護保険特別会計関係費 109,714

P19 〔27〕 リニア関連整備事業 462,500 〔64〕 後期高齢者医療関係経費 104,201

〔28〕 リニア対策関係事業 14,543 〔65〕 福祉センター管理経費 4,811

〔29〕 次世代ネットワーク事業経費 29,274 〔66〕 障害者総合支援関係経費 207,828

〔30〕 むらづくり推進経費 18,448 P29 〔67〕 地域生活支援事業経費 10,873

P20 〔31〕 阿島傘プロジェクト推進経費 新規 1,134 〔68〕 喬木荘維持管理経費 8,910

〔32〕 総合計画関係経費 3,293 〔69〕 出産祝金事業 6,920

〔33〕 税務一般経費 915 〔70〕 児童福祉一般経費 391

〔34〕 徴税賦課事務経費 22,452 P30 〔71〕 子ども・子育て支援事業 188

P21 〔35〕 戸籍住民基本台帳経費 34,027 〔72〕 児童手当事業 108,510

〔36〕 選挙管理委員会経費 　 224 〔73〕 病児・病後児保育事業 300
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ページ 事業№ 事業名
事業費
（千円）

ページ 事業№ 事業名
事業費
（千円）

〔74〕 保育所広域入所事業 13,581 〔111〕 農業次世代人材投資事業 3,000

P31 〔75〕 保育所関係経費 2,643 〔112〕 多面的機能支払交付金事業 7,409

〔76〕 統合保育所関係経費 新規 179,680 P41 〔113〕
中山間地域等直接支払交付金
事業

6,186

〔77〕 北保育園運営経費 12,623 〔114〕 経営所得安定対策等推進事業 360

〔78〕 中央保育園運営経費 10,594 〔115〕 人・農地プラン推進事業 518

P32 〔79〕 南保育園運営経費 6,101 〔116〕 村単農業施設改良事業 47,655

〔80〕 災害救助経費 309 P42 〔117〕 農地中間管理事業 80

衛生費 〔118〕 土地改良事業関係経費 7,029

P33 〔81〕 保健衛生一般経費 2,910 〔119〕 土地改良適正化事業 8,099

〔82〕 予防接種事業経費 16,766 〔120〕
交流研修センター管理運営経
費

1,940

〔83〕 保健事業経費 3,350 P43 〔121〕 公園維持管理経費 7,688

〔84〕 健康増進事業経費 2,506 〔122〕
クラインガルテン管理運営事
業

125

P34 〔85〕
がん検診推進事業経費（国
庫）

287 〔123〕 ふるさと会事業 1,027

〔86〕
がん検診推進事業経費（村
単）

7,811 〔124〕 地域活性化関連事業補助金 7,600

〔87〕 自殺対策事業経費 60 P44 〔125〕 森林造成事業 4,000

〔88〕 後期高齢者保健事業 1,299 〔126〕 森林造成関係事業補助金 3,000

P35 〔89〕 風しん対策事業 2,362 〔127〕 林業総務一般経費 見直し 5,521

〔90〕 未熟児養育医療 501 〔128〕 森林づくり推進支援金事業 4,000

〔91〕 妊婦健康診査支払事業経費 6,514 P45 〔129〕 有害鳥獣駆除関係事業補助金 496

〔92〕 母子衛生関係経費 2,909 〔130〕
野生鳥獣総合管理対策事業補
助金

見直し 2,765

P36 〔93〕 村営墓地管理経費 109 〔131〕 森林病害虫防除対策経費 22,410

〔94〕 合併処理浄化槽経費 2,336 〔132〕 森林所有者情報活用推進事業 見直し 660

〔95〕 塵芥処理収集経費 17,821 P46 〔133〕 里山整備関連事業 新規 5,500

〔96〕 公害対策経費 36,089 〔134〕 森林経営管理事業 700

P37 〔97〕 公害対策関係事業補助金 見直し 1,550 〔135〕 村単林道事業 1,500

〔98〕 自然エネルギー推進事業 35 〔136〕 県営林道開設事業 15,358

〔99〕 自然エネルギー関係補助金 2,650 P47 〔137〕 林道橋梁点検事業 4,000

〔100〕 処分場管理経費 10,802 〔138〕 分収林負担金 25

P38 〔101〕 水道事業経費 18,350 〔139〕 公団造林事業 2,000

農林水産業費 商工費

〔102〕 農業委員会運営経費 6,252 P48 〔140〕 商業振興一般経費 4,472

〔103〕 農業総務一般経費 529 〔141〕 商業振興関係事業補助金 6,300

〔104〕
強い農業経営のための施設栽
培応援基金管理経費

廃止 0 〔142〕 機器設備導入支援事業 1,000

P39 〔105〕 農地管理システム関係経費 新規 1,485 〔143〕 販路拡大支援事業 200

〔106〕 農業振興一般経費 371 P49 〔144〕 産業振興の拠点関連経費 1,814

〔107〕 遊休農地対策事業補助金 1,890 〔145〕 観光振興一般経費 1,640

〔108〕 担い手支援事業補助金 255 〔146〕 観光振興関係事業補助金 2,700

P40 〔109〕
経営基盤強化資金利子補給事
業

20 〔147〕 消費者保護関係経費 見直し 101

〔110〕 農業振興事業補助金 1,620
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ページ 事業№ 事業名
事業費
（千円）

ページ 事業№ 事業名
事業費
（千円）

土木費 〔183〕 社会教育施設維持管理経費 2,943

P50 〔148〕 土木管理経費 7,057 〔184〕 人権・平和関係経費 見直し 469

〔149〕 土地開発基金管理経費 廃止 0 〔185〕 こども学遊館管理運営経費 1,091

〔150〕 道路橋梁維持管理経費 35,834 P60 〔186〕 子育て支援事業 811

〔151〕 社会資本整備総合交付金事業 57,614 〔187〕 児童クラブ事業 10,078

P51 〔152〕 村単道路改良事業 79,503 〔188〕 放課後子ども教室事業 679

〔153〕 三遠南信自動車道関係事業 7,191 〔189〕 土曜日の教育支援構築事業 1,829

〔154〕 河川維持経費 2,000 P61 〔190〕 地域子育て支援拠点事業 4,008

〔155〕 公営住宅維持管理経費 6,967 〔191〕 地域未来塾事業 642

P52 〔156〕 教員住宅維持管理経費 508 〔192〕 男女共同参画活動費 358

〔157〕 住宅等支援事業 11,738 〔193〕 公民館運営経費 3,996

〔158〕 宅地造成事業 新規 68,050 P62 〔194〕 保健体育運営経費 1,084

〔159〕 耐震診断耐震補強事業 2,260 〔195〕 保健体育関係事業補助金 見直し 422

P53 〔160〕 下水道事業費 195,000 〔196〕 保健体育施設管理経費 31,697

消防費 〔197〕 多機能型施設関係経費 見直し 4,100

〔161〕 常備消防経費 99,838 P63 〔198〕 文化財保護一般経費 1,279

〔162〕 消防団運営経費 38,635 〔199〕 歴史民俗資料館管理運営経費 883

〔163〕 災害対策経費 12,630 〔200〕 埋蔵文化財発掘経費 見直し 7,682

P54 〔164〕 防災施設管理経費 9,420 〔201〕 椋記念館図書館運営経費 10,707

〔165〕 防災センター関係経費 200 災害復旧費

教育費 P64 〔202〕
村単農業用施設災害復旧事業
費

100

P55 〔166〕 教育委員会経費 1,627 〔203〕 村単林道災害復旧事業費 100

〔167〕 教育委員会事務局一般経費 22,866 〔204〕 村単土木施設災害復旧事業費 200

〔168〕 教育関係事業補助金 1,004 公債費

〔169〕 要・準要保護児童生徒援助費 2,870 P65 〔205〕 借入金元金償還経費 309,366

P56 〔170〕 特別支援教育就学奨励費 1,075 〔206〕 借入金利子償還経費 8,321

〔171〕 ＩＣＴ活用教育関係経費 2,470 〔207〕 一時借入金利子償還経費 500

〔172〕 特別支援教育関係経費 7,838 諸支出金

〔173〕 外国語教育推進事業 3,013 P66 〔208〕 普通財産取得経費 1

P57 〔174〕 第一小学校管理経費 23,988 予備費

〔175〕 第一小学校教育振興費 7,678 〔209〕 予備費 35,197

〔176〕 第二小学校管理経費 17,058

〔177〕 第二小学校教育振興費 4,223

P58 〔178〕 中学校管理経費 27,693

〔179〕 中学校教育振興費 3,958

〔180〕 外国青年招致事業 140

〔181〕 調理場管理運営経費 51,541

P59 〔182〕 社会教育総務一般経費 821
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議会費

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

1 前年度比 ▲ 230 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,076千円

　・定例会（休日・夜間開催）　年４回 その他の内容

　・臨時会（随時） ・議会報告会　年１回 ・議員等旅費（研修・省庁要望活動） 773千円

　・議会だより発行　年４回 ・議長交際費 50千円

・議会だより印刷 810千円

・会議録作成委託 664千円

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

2 前年度比 ＋ 2,182 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

41,347千円

＜議員の報酬月額（定数１２名）＞ その他の内容

・議員報酬 24,000千円

・議員期末手当 9,520千円

・議員共済負担金 7,827千円

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 議会事務局

議員人件費 ［見直し］
41,347

施策6-1　協働のむらづくりの推進 議会事務局

議会一般管理費
3,076

議会活動のための経費。
財
源

議　長 255,000円 副議長 185,000円

委員長 165,000円 議　員 150,000円

議員の人件費。
財
源

主
な
費
用

一般会計事業の予算とその使い方

第5次喬木村総合計画に位置付けられる
施策の分類を記載しています

事業を進める上で、必要となる経費の主な
ものについて記載しています

［新規］今年度から新たに取り組む事業
［⾒直し］事業内容の⾒直しや拡充・縮⼩を⾏った事業
［廃⽌］今年度から廃⽌となる事業

予算額が前年度から⼤きく変更している事業
については、その理由を記載しています
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総務費

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

3 前年度比 ▲ 6,148 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

322千円 25,447千円

その他の内容

・村民バス（氏乗線・大島線）運行委託 19,238千円

・広域バス（阿島線・遠山郷線）運行補助 3,975千円

307千円

・バス時刻表作成 198千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

4 前年度比 ▲ 309 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4千円 6,229千円

その他の内容

・たかぎコミュニティバス運行委託 6,038千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

5 前年度比 ＋ 22 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

484千円 4,164千円

＜令和２年度の開催予定概要＞ その他の内容

　日程　令和２年11月13日（金）～15日（日） ・出演者への謝礼 279千円

　場所　Ａコープ喬木店・交流センター前広場ほか ・広告費用 110千円

・警備委託料 374千円

・テント等備品の借り上げ 3,685千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

6 前年度比 ▲ 15,504 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

33,092千円

＜ネットワーク3系統＞　基幹・LGWAN・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ その他の内容

各系統PC端末やｻｰﾊﾞｰなどﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄｳｪｱの維持 ・LGWANメールサーバ更新 4,070千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・内部メールサーバ更新 3,452千円

・ネットワーク機器更新 5,500千円

646千円

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 総務課

庁内情報機器関連経費 ［見直し］
33,092

施策5-5　文化・芸術活動の推進 総務課

総合文化祭事業 　
4,648

総合文化祭の実施運営に係る経費。

たかぎ農村交流研修センターを発着点に主に下段
地域を循環するコミュニティバスを運行する。

＜運行日と運行時間＞
　・月・木　　伊久間線
　・火・金　　阿島線（郭・寺の前線、北線、町線）
　・月～金　 厚生病院線
　・いずれの路線も平日午前中運行（祝日・年末年始を除く）

庁内ネットワーク等機器及びシステムに係る経費。
財
源

主
な
費
用

・業務用アプリ作成ツール利用料

主
な
費
用

施策2-1　道路・交通網の充実 企画財政課

施策2-1　道路・交通網の充実 企画財政課

村営バス運営経費 ［見直し］
25,769

　サポート切れとなる業務用PC・ｿﾌﾄｳｪｱ、ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ更新の減
　とﾒｰﾙｻｰﾊﾞ、ﾈｯﾄﾜｰｸ機器更新の増。

園児・児童・生徒の通学手段の確保と公共交通維
持のため村民バスの運行委託と広域バスへの補助
を行う。

財
源

JA負担金

小さな拠点交通ネットワーク運行事
業

　
6,233

財
源

コミュニティバス運賃収入

主
な
費
用

　・大島線第5・6便（飯田方面）は交流センターで氏
　 乗線に乗り換え

　・富田地区・上平地区実証運行（大島線） ・広域バス65歳以上割引分負担金

財
源

村民バス運賃収入
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款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

7 前年度比 ▲ 141 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

719千円 133千円

その他の内容

・駐在所敷地料 385千円

・当初予算書作成 200千円

・地方財務等WEBシステム使用料 96千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

8 前年度比 ▲ 300 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

150千円

その他の内容

・区長会補助 150千円

【前年度予算額からの増減理由】

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

9 前年度比 ＋ 600 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,600千円

その他の内容

・住居借上料 2,502千円

＜隊員数＞ ・軽自動車リース料 1,448千円

　・6名 （現在5名＋新規予定1名） ・活動用消耗品 1,100千円

・定住経費（2名分） 2,000千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

10 前年度比 ＋ 7,463 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

82,463千円

その他の内容

・ふるさと納税返礼品 69,000千円

・パンフレット・払込取扱票等印刷代 588千円

・クレジット決済手数料 2,673千円

・システム使用料 8,446千円

施策6-2　地域コミュニティの推進 企画財政課

予算書・決算書の作成、駐在所敷地料の支払、ベ
リー＆ゴーによる村のＰＲ、コミュニティ助成事業な
ど企画財政部門に係る経費。

ふるさと納税関係経費 　
82,463

地域おこし協力隊事業 　
12,600

財
源

区長会及び地区に対し補助を行う経費。
財
源

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

三大都市圏や政令指定都市に住む人材を地域おこ
し協力隊として採用し、地域力の維持や活性化など
の活動に従事するための活動費と、募集や定着の
ための経費。

　集会施設改修に対する地区要望補助について本年度は対象
　案件がないため。

主
な
費
用

施策6-2　地域コミュニティの推進 総務課

庶務関係事業補助金 　
150

企画財政一般経費
852

財
源

駐在所敷地料、電柱敷地料ほか

財
源

主
な
費
用

ふるさと納税制度を通じて喬木村へ寄付をしていた
だいた方へのお礼品の送付、寄付者情報管理シス
テムの使用、寄付申込クレジット決済の運用に係る
経費。

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 産業振興課
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款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

11 前年度比 ＋ 27 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,986千円

＜使用システム＞ その他の内容

　・財務会計システム ・財務会計システム使用料 2,182千円

　・公会計システム ・公会計システム使用料 581千円

　・実施計画・行政評価システム ・実施計画・行政評価システム使用料 185千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

12 前年度比 ▲ 4,500 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

その他の内容

※令和２年度事業なし

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

13 前年度比 ▲ 169 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,531千円

その他の内容

＜主な事業内容＞ ・一般負担金 1,030千円

　・下伊那北部火葬場「五稜の森」の運営委託 ・火葬場事業負担金 4,501千円

　・ワーキンググループ、講演会、視察等の開催

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

14 前年度比 ▲ 24,555 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

21千円 27,250千円

その他の内容

・区長等に対する集落支援員手当 2,640千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・町村会、広域連合等への負担金補助金 12,306千円

・例規管理､ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ等委託料 5,869千円

・ETC料、給与計算ｼｽﾃﾑ等使用料 2,654千円

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

公共資産管理関係経費 　
0

企画財政システム関連経費 　
2,986

財務会計・公会計等のシステムに係る経費。
財
源

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 総務課

庶務事務経費
27,271

下伊那北部総合事務組合関係経費 　
5,531

下伊那北部５町村が連携し、効率的な事務事業を
共同で行う。 財

源

公共資産を適切に管理するための経費。
財
源

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

財
源

主
な
費
用

町村会や広域連合等の負担金、条例管理、職員旅
費、臨時職員賃金等行政運営の総体的なことに係
る経費。

　会計年度任用職員制度導入に伴い、賃金科目が廃止となり、
　当事業計上の臨時職員賃金を職員人事経費計上に移行した
　ため。
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款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

15 前年度比 ▲ 740 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

271千円 1千円 16,364千円

その他の内容

・紙類、印刷機インク、新聞代等 4,358千円

・郵便料等 3,000千円

・電話料等 2,771千円

・コピー機リース及び使用料等 4,145千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

16 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

600千円

その他の内容

・祝儀、香典支出や物品購入代金 600千円

款 - 項 - 目 -

事業№ 千円

17 前年度比 ＋ 2,053 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

39,323千円

＜給料月額＞ その他の内容

　・村　 長 641,000円 ・給料 20,040千円

　・副村長 546,000円 ・期末手当 7,951千円

　・教育長 483,000円 ・共済組合負担金 5,520千円

・総合事務組合負担金 5,812千円

款 - 項 - 目 -

事業№ 千円

18 前年度比 ＋ 49,270 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,948千円 14,467千円 620,113千円

その他の内容

＜職員数＞ ・会計年度任用職員の報酬 131,140千円

正規職員 70名 （前年度　67名） ・給料 222,839千円

63名 （前年度　53名） ・各種手当、費用弁償 151,902千円

・共済組合負担金等 139,647千円

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 総務課

交際費一般経費 　
600

庁用事務管理経費 　
16,636

役場庁舎で使用する紙類、印刷費、郵便料、コピー
リース料などの支出を行う経費。 財

源

太陽光発電売電料

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 総務課

主
な
費
用

その他 総務課

一般職員人事経費 　
645,528

特別職人事経費 ［見直し］
39,323

村長、副村長、教育長に対する人件費。
財
源

財
源

主
な
費
用

その他 総務課

各種団体が行う行事の際の祝儀・寸志等の支出、
村事業に関する対外折衝時等に相手方へ贈呈物
品等の支出を行う経費。

財
源

後期高齢特別調整交付金、リニア関連整備事業受託事業収入ほか

主
な
費
用

一般会計の正規職員及び会計年度任用職員（庁
舎・図書館事務員、保育士、給食調理員、小中学校
用務員、公民館長、資料館長、図書館長、学遊館長
等）に対する人件費

会計年度任用職員(月給)

※前年度 53名については嘱託職員数
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款 2 項 1 目 2

事業№ 千円

19 前年度比 ▲ 80 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,226千円

＜主な事業内容＞ その他の内容

　・情報誌たかぎ発行 月1回　（2,150部） ・情報誌たかぎ印刷製本費 2,120千円

　・フォトコンテスト 年1回 ・フォトコンテスト経費 58千円

款 2 項 1 目 3

事業№ 千円

20 前年度比 ＋ 364 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,627千円

その他の内容

・金融機関等収納等手数料 1,140千円
　　（コンビニ収納開始により増加）

【前年度予算額からの増減理由】 ・支払通知書等印刷代 141千円

　コンビニ収納開始よる手数料の増。 ・通知シーラー機保守料 198千円

款 2 項 1 目 4

事業№ 千円

21 前年度比 ▲ 2,537 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,624千円

ﾊﾞｽ 普乗 普貨 軽自 原付 小特 消防 その他の内容

全体 1 11 2 27 2 1 15 ・燃料費 1,392千円

本経費 1 7 1 4 1 0 0 ・車検料・定期点検整備料 1,000千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・自動車損害共済保険料 1,313千円

 　前年度は公用車１台を購入したため。

款 2 項 1 目 4

事業№ 千円

22 前年度比 ▲ 2,342 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,310千円

＜管理している基金＞ その他の内容

　・財政調整基金　・公共施設整備基金　・福祉基金 ・基金利子の積立 4,310千円

　・減債基金　・リニア三遠南信道関連活性化基金 ・福祉基金の積増 3,000千円

【前年度予算額からの増減理由】

　基金の運用利率が減少しているため。

情報誌たかぎ等を利用し、喬木村の情報発信を行
う。 財

源

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 住民窓口課

施策6-1　協働のむらづくりの推進 総務課

広報一般経費 　
2,226

公用車（総務課庶務係所管分）の購入及び維持管
理に関する経費。 財

源

毎年異なる「○○」部門を設けるとともに、より手軽に若者応
募を促すSNSも対象とし、村内の魅力発掘を図る。

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 総務課

公用車維持管理経費 　
4,624

会計一般経費 　
1,627

収納等に係る金融機関等手数料、支払通知書等必
要用紙、機器の保守管理に係る費用。 財

源

主
な
費
用

財政調整基金等管理経費
7,310

特定目的基金の運用で生じた利子の積立や、新た
な積立に係る経費。 財

源

基金利子、指定管理納付金
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款 2 項 1 目 4

事業№ 千円

23 前年度比 ▲ 65,026 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

711千円 13,488千円

その他の内容

・庁舎光熱水費 4,092千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・村有施設の火災保険料 3,151千円

2,547千円

・借地土地等の借上料 938千円

款 2 項 1 目 5

事業№ 千円

24 前年度比 ▲ 41 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

302千円 1,613千円

＜生活安全指導員＞ その他の内容

　・任　　　務　生活安全広報等 ・生活安全指導員報酬 235千円

　・任　　　期　平成31年4月1日～令和3年3月31日 ・交通安全資機材（ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ）購入費 300千円

　・指導員数 47名 ・防犯灯等電気料 780千円

・喬木村交通安全協会補助金 270千円

款 2 項 1 目 5

事業№ 千円

25 前年度比 ＋ 307 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

459千円

＜令和２年度設置要望＞ その他の内容

　３区　８基　(令和元年度：３区 ５基） ・防犯灯設置補助金 459千円

【前年度予算額からの増減理由】

　地区からの要望基数が増加したため。

款 2 項 1 目 6

事業№ 千円

26 前年度比 ▲ 168 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

750千円 2,908千円

その他の内容

・会計年度任用職員報酬 1,057千円

　・喬木ふるさとnet.交流会（東京） ・交流会開催費用 110千円

　・定住促進就業祝金　25名 ・定住促進就業祝金 1,250千円

　・移住支援金　1件 ・移住支援金 1,000千円

財
源

村互助会・社協の職員駐車場使用負担金

主
な
費
用

施策3-5　交通安全の充実 総務課

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 総務課

庁舎管理経費
14,199

地区が設置する防犯灯の整備費用補助を行う経
費。 財

源

役場庁舎の維持管理・整備工事費、村有施設の災
害共済保険料、公共施設の賃借物件の支出を行う
経費。

　災害時用非常用発電装置設置工事等の完了に伴う関係予算
　分の減のため。

・電気、消防設備、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ点検保守料

主
な
費
用

施策1-2　出会い・結婚の支援 企画財政課

主
な
費
用

施策3-5　交通安全の充実 総務課

交通安全・防犯施設整備経費 　
459

交通安全防犯一般経費 　
1,915

生活安全指導員に対する報酬、交通安全協会等に対
する補助金、交通安全資機材の購入に関する経費。 財

源

南信交通災害共済事務費交付金

主
な
費
用

ＵIJターン推進事業
3,658

財
源

ＵＩＪターン者の獲得に向け、村出身者や村への移住に興
味を持つ村外者を対象とした都市圏での交流会の開催
や、移住フェアへの参加を行う。また、対象者に定住促進
就業祝金、移住支援金等を支給する。

＜主な事業内容＞
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款 2 項 1 目 6

事業№ 千円

27 前年度比 ＋ 145,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

432,500千円 30,000千円

その他の内容

　・ガイドウェイヤード盛土造成工事 ・測量設計委託料 8,500千円

　・伊久間工場団地造成工事、団地内道路改良工事 ・工事請負費 250,000千円

【前年度予算額からの増減理由】

　伊久間工場団地造成事業等の増。

款 2 項 1 目 6

事業№ 千円

28 前年度比 ▲ 3,235 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14,543千円

＜委員構成＞ その他の内容

　・リニア中央新幹線対策委員　29名 ・リニア中央新幹線対策委員報酬 405千円

・堰下GW事業用地土地購入費 12,000千円

款 2 項 1 目 6

事業№ 千円

29 前年度比 ＋ 15,046 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

22,516千円 6,758千円

＜加入者数＞ R2.1現在 その他の内容

　1,761世帯　(村内1,936世帯の約91%) ・音声、映像、ﾃﾞｰﾀ放送設備等保守料 5,897千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・電柱共架使用料 3,366千円

・電柱共架支障移転 2,000千円

・映像系機器更新 15,200千円

款 2 項 1 目 6

事業№ 千円

30 前年度比 ＋ 116 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,448千円

その他の内容

＜活性化創造支援金申請団体＞ ・自治振興交付金 18,000千円

　・阿島区　　 阿島伝統文化ＤＶＤ化事業 ・活性化創造支援金（3団体） 412千円

　・大和知区　地域活性化事業 ・活性化創造支援金審査委員報酬 36千円

　・ばぁばの台所　こどもカフェ事業

堰下ガイドウェイヤード、伊久間工場団地の造成や
道路改良工事に係る経費。 財

源
受託事業収入、リニア・三遠南信道関連活性化基金＜主な事業内容＞

主
な
費
用

施策2-1　道路・交通網の充実 高速交通対策課

施策2-1　道路・交通網の充実 高速交通対策課

リニア関連整備事業 　
462,500

くりんﾈｯﾄの音声告知放送、いちごﾁｬﾝﾈﾙのﾃﾞｰﾀ放
送・自主番組放送設備の維持・充実に係る経費。 財

源

くりんﾈｯﾄ使用料、光ｹｰﾌﾞﾙ貸付料

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 企画財政課

主
な
費
用

施策2-3　情報化社会の構築 総務課

次世代ネットワーク事業経費 　
29,274

リニア対策関係事業 　
14,543

リニア中央新幹線建設に関する環境保全や移転対
策及び整備効果を図るための経費。 財

源

リニア・三遠南信自動車道関連活性化基金他

　自主放送の送出系機器類について、飯田市と共同調達によ
　り更新を行うための増。

主
な
費
用

むらづくり推進経費 　
18,448

財
源

各地区の自発的な活動の支援（自治振興交付金及
び活性化創造支援金）を行うことにより、自発的、創
造的な地域づくりを推進する。
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款 2 項 1 目 6

事業№ 千円

31 前年度比 ＋ 1,134 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,134千円

その他の内容

・阿島傘拠点施設検討委員報酬 160千円

・阿島傘資料館改修工事 974千円

款 2 項 1 目 6

事業№ 千円

32 前年度比 ＋ 2,945 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,293千円

その他の内容

・計画審議会委員等報酬 980千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・総合計画・国土利用計画印刷代 2,178千円

・村民意識調査封筒代・郵便代 135千円

款 2 項 2 目 1

事業№ 千円

33 前年度比 ＋ 152 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

915千円

その他の内容

・長野県地方税滞納整理機構負担金 461千円

・地方税電子化協議会負担金 145千円

・軽自動車申告情報等負担金 97千円

款 2 項 2 目 2

事業№ 千円

34 前年度比 ▲ 5,170 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

900千円 200千円 21,352千円

その他の内容

・課税収納業務処理委託料 13,046千円

・資産税評価関連業務委託料 4,400千円

・画地システム導入経費 1,744千円

・過年度還付金 1,550千円

財
源

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

施策6-1　協働のむらづくりの推進 企画財政課

阿島傘プロジェクト推進経費 ［新規］
1,134

財
源

阿島傘を「いつでも買える」、「いつでも体験できる」
体制を目指し、担い手育成・製作工程の拡大・材料
確保等に取り組む。

村政運営の財源である税金を公平に納めてもらうた
めの会議や租税教育の推進及び関係機関に係る
経費。

　総合計画後期計画、総合戦略、国土利用計画を策定するた
　め。

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 住民窓口課

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 住民窓口課

税務一般経費 　
915

総合計画関係経費 　
3,293

財
源

総合計画・総合戦略の評価、「第５次喬木村総合計
画後期計画」「南信州喬木村まち・ひと・しごと創生
総合戦略」「国土利用計画第三次喬木村計画」の策
定するための経費。

課税・収納業務に係る電算委託料、固定資産税次
回評価替えに向けたデータ整備及び納税通知書等
発送に係る経費。

主
な
費
用

徴税賦課事務経費
22,452

財
源

督促手数料、延滞金
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款 2 項 3 目 1

事業№ 千円

35 前年度比 ＋ 12,271 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,749千円 1,897千円 19,381千円

その他の内容

・戸籍・住基処理委託料 22,141千円

　（うち「番号制度」経費　17,095千円）

【前年度予算額からの増減理由】 ・住基・戸籍システムリース料等 10,008千円

　番号制度関連の機器更改、戸籍紐付等の改修。 ・戸籍システム共同運用負担金 1,186千円

款 2 項 4 目 1

事業№ 千円

36 前年度比 ＋ 15 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

224千円

＜選挙管理委員・補充員（各4名）＞ その他の内容

　・定例会 年4回 ・選挙管理委員会議出席報酬 156千円

　・臨時会 随時 ・職員旅費 4千円

　・選挙人名簿調製の確認（3月・6月・9月・12月） ・消耗品・図書購入費 22千円

・下伊那選管連合会等負担金 42千円

款 2 項 4 目 2

事業№ 千円

37 前年度比 ▲ 39 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

133千円

　・明るい選挙推進協議会の開催、選挙街頭啓発 その他の内容

　・県主催研修会への参加、主権者教育の推進 ・明るい選挙推進協議会等出席報酬 131千円

　・選挙用器具の貸出（小中学校・飯田養護学校） ・職員旅費 2千円

【前年度予算額からの増減理由】

　会議開催回数の縮小による報酬減。

款 2 項 4 目 3

事業№ 千円

38 前年度比 ▲ 5,803 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

その他の内容

※令和２年度事業なし

戸籍及び住民票等、公簿の適正管理と証明発行に
係る経費。 財

源

証明手数料

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 議会事務局

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 住民窓口課

戸籍住民基本台帳経費 　
34,027

選挙啓発活動を行うための経費。
財
源

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 議会事務局

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 議会事務局

選挙啓発経費 　
133

選挙管理委員会経費 　
224

選挙管理委員会の活動を行うための経費。
財
源

主
な
費
用

参議院議員通常選挙執行経費
0

参議院議員通常選挙の執行に要する経費。
財
源
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款 2 項 4 目 4

事業№ 千円

39 前年度比 ▲ 39 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

その他の内容

※令和２年度事業なし

款 2 項 4 目 7

事業№ 千円

40 前年度比 ▲ 3,565 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

その他の内容

※令和２年度事業なし

款 2 項 5 目 1

事業№ 千円

41 前年度比 ＋ 345 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,195千円 5千円

その他の内容

・統計調査員報酬 1,993千円

・調査事務消耗品 780千円

・調査員用地図作成委託 385千円

款 2 項 6 目 1

事業№ 千円

42 前年度比 ＋ 2 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

682千円

＜監査委員の年額報酬（２名）＞ その他の内容

・監査委員報酬 594千円

　・例月出納検査（一般・企業） 12回 ・旅費 61千円

　・定期監査（一般・企業） 12回 ・消耗品・図書購入 9千円

７日間 ・県町村監査委員協議会等負担金 18千円

小渋川土地改良区総代選挙に要する経費。
財
源

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 議会事務局

小渋川土地改良区総代選挙執行経
費

　
0

県議会議員一般選挙執行に要する経費。
財
源

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 総務課

施策6-1　協働のむらづくりの推進 議会事務局

県議会議員一般選挙費 　
0

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 議会事務局

監査委員関係経費 　
682

監査を行うために要する経費。
財
源

統計一般経費 　
3,200

財
源

主
な
費
用

各種統計調査の実施に伴う経費。

識見者 310,000円 議会選出 284,000円

＜予定調査＞ 交付金調査　5件:
学校基本・工業統計・経済ｾﾝｻｽ/活動調査準備・
2020農林業ｾﾝｻｽ実集計・令和2年国勢調査

　・決算監査（一般・特別・企業・財産区）
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⺠⽣費

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

43 前年度比 ＋ 108 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

300千円 1,680千円

その他の内容

・出会い結婚相談社会福祉協議会委託 680千円

・北部地区結婚相談所設置運営負担金 700千円

・結婚新生活支援事業補助金 600千円

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

44 前年度比 ＋ 2,520 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,500千円 10,100千円

その他の内容

＜認定の状況＞ ・児童・生徒医療費 12,600千円

　・児童・生徒認定者 710名

【前年度予算額からの増減理由】

　医療費単価の増による。

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

45 前年度比 ＋ 595 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,867千円 3,608千円

その他の内容

＜認定の状況＞ ・乳幼児医療費 6,475千円

　・乳幼児認定者 322名

　・小１～中３認定者（入院のみ） 512名

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

46 前年度比 ＋ 200 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

750千円

その他の内容

＜対象者＞ 15名（見込） ・介護者慰労金 750千円

【前年度予算額からの増減理由】

　前年度より対象者が増えたため。

施策1-2　出会い・結婚の支援

小学生から高校３年生（18歳相当）までの児童・生
徒の医療費の一部を助成する。 財

源

市町村振興協会市町村交付金

主
な
費
用

施策1-3　健やかな子どもの成長の支援 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-3　健やかな子どもの成長の支援 保健福祉課

児童・生徒医療費（村単） 　
12,600

保健福祉課

出会い・結婚支援事業 　
1,980

結婚を希望される方の出会いの場のイベント開催な
どの委託料や負担金。 財

源

財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-4　障がい児者福祉の推進 保健福祉課

介護者慰労事業 　
750

乳幼児医療費（県単） 　
6,475

小学校入学前までの乳幼児医療費及び中学校３年
生までの入院費の一部を助成する。 財

源

特別障害者手当・障害児福祉手当を受給している
重度の障がい児者を在宅で介護している方に慰労
金を支給する。
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款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

47 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

741千円 742千円

その他の内容

・タイムケア事業 853千円

・住宅改良促進事業補助金 630千円

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

48 前年度比 ＋ 3,528 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,173千円 14,661千円

その他の内容

＜入所者＞ ７名（見込） ・老人福祉施設入所措置費 16,834千円

　（信濃寮 ５名、天龍荘 １名、ハートヒル川路 １名）

【前年度予算額からの増減理由】

　入所者が増えたため。

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

49 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,000千円

その他の内容

・タクシー利用補助 5,450千円

・病人等移送専用タクシー補助金 150千円

・ハンドル形電動車いす購入費助成 150千円

・人工透析通院交通費補助 150千円

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

50 前年度比 ＋ 4,296 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,525千円 10,475千円

その他の内容

・村受託委託事業 6,500千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ運営等地域福祉事業 7,500千円

施策1-4　障がい児者福祉の推進 保健福祉課

財
源

入所者負担金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

老人福祉施設入所措置事業 　
16,834

地域福祉総合助成金（障害者） 　
1,483

財
源

地域福祉の充実に向け、障がい児者の一時的な介
護委託、住環境の改善に対する補助を実施する。

経済的理由や家族からの虐待、また身体や精神上
の障がいがあり日常生活に支障を来し総合的に勘
案して村の措置が必要と判断された者を養護老人
ホームに入所決定する。

財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

社会福祉協議会関係経費 ［見直し］
14,000

移送支援事業
6,000

交通弱者の方への外出に係る交通経費の補助を行
う。 財

源

遺族会、高齢者クラブや在宅高齢者の生活援助
サービスの委託及び地域福祉に携わる職員の人件
費、運営費。

　地域福祉事業充実と経営安定のため、社会福祉協議会への
　委託・補助金を増額する。

75歳以上独居世帯 78世帯

 75歳以上高齢者のみ世帯 31世帯

75歳以上日中高齢者のみ世帯 223世帯

重度心身障害者 45人

病人等移送専用タクシー利用補助 8人

ハンドル形電動車いす購入助成 3人

人工透析患者等通院交通費補助 13人

＜タクシー利用券以外の移動支援＞
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款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

51 前年度比 ＋ 465 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,385千円 10,645千円

その他の内容

＜認定の状況＞ ・重度心身障害者医療費 17,940千円

　・重度心身障害認定者 249名 ・母子・父子家庭医療費 2,090千円

　・母子父子家庭認定者 100名

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

52 前年度比 ＋ 831 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,711千円

＜認定の状況＞ その他の内容

　・精神障害認定者 18名 ・精神障害者医療費 231千円

　・特定疾患認定者 21名 ・特定疾患医療費 1,480千円

【前年度予算額からの増減理由】

　特定疾患医療費の増。

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

53 前年度比 ＋ 8,061 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,498千円 842千円 16,450千円

その他の内容

＜民生児童委員＞ ・各委員報酬 2,732千円

　・人数　18名 ・任期　R1.12.1～R4.11.30 ・米寿百寿記念品、福祉金 945千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・民生児童委員交付金 1,175千円

　指定管理施設「さくらの園」改修工事のため。 8,470千円

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

54 前年度比 ＋ 108 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,207千円 1,857千円

その他の内容

・福祉医療費証明手数料 1,404千円

・福祉医療費集計事務委託料 1,012千円

・福祉医療費システム使用料 396千円

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

重度心身障害者、精神医療費（県単）の対象になら
ない方に枠を広げ、医療費の一部を助成する。 財

源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

重心母子精神医療費（村単） 　
1,711

重心母子精神医療費（県単） 　
20,030

重度心身障害者、母子父子家庭の医療費の一部を
助成する。 財

源

福祉医療費支払いのための事務経費。
財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

福祉医療事務関係経費 　
3,064

社会福祉一般経費 　
18,790

財
源

福祉基金利子他

民生児童委員、保護司、人権擁護委員、更生保護
女性会の方への報酬、福祉業務に必要な事務費や
負担金等。

・さくらの園改修工事等
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款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

55 前年度比 ▲ 537 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

23,329千円 16,473千円

その他の内容

・繰出金 保険基盤安定繰出金 31,106千円

事務費繰出金 3,886千円

出産育児一時金繰出金 1,400千円

結核精神給付費分 1,200千円

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

56 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円

その他の内容

・基金利子の積立 1千円

款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

57 前年度比 ▲ 47 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

66千円

その他の内容

・年金業務電算委託料 66千円

【前年度予算額からの増減理由】

　通信方式の変更により電信料が不要となったため。

款 3 項 1 目 3

事業№ 千円

58 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

325千円 375千円

その他の内容

・住宅改良促進事業補助金 630千円

・緊急宿泊支援事業補助金 20千円

・虚弱老人短期保護扶助費 50千円

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

医療費支払基金の運用収入の管理経費。
財
源

基金利子

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 住民窓口課

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

医療費支払基金管理経費 　
1

国民健康保険関係経費 　
39,802

一般会計から国民健康保険特別会計への繰出金。
財
源

財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

地域福祉総合助成金（高齢者） 　
700

国民年金事業 　
66

国民年金業務を行うための電算処理委託料。
財
源

高齢者にやさしい住宅改良事業及び介護者の急病
等の緊急時に短期宿泊施設へ一時的に入所する
場合の費用の助成を行う。
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款 3 項 1 目 3

事業№ 千円

59 前年度比 ▲ 3,240 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

その他の内容

　

款 3 項 1 目 3

事業№ 千円

60 前年度比 ▲ 88 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

225千円 452千円

その他の内容

・支会活動費補助金 484千円

＜対象支会数＞ ・連合会活動費補助金 193千円

　・11支会

款 3 項 1 目 3

事業№ 千円

61 前年度比 ▲ 54 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

176千円 418千円

その他の内容

＜利用対象者＞ ・緊急通報サービス委託料 528千円

　・独居高齢者世帯 30世帯見込 ・新規設置料 44千円

　・新規設置世帯数 　4世帯見込 ・撤去料 22千円

　・撤去世帯数 　4世帯見込

款 3 項 1 目 3

事業№ 千円

62 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

112千円 38千円

その他の内容

・社会福祉法人等による利用者

　負担額軽減制度事業補助金 150千円

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

高齢者の生きがいづくりや健康増進を目的に、高齢
者クラブの活動を支援する。 財

源

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

高齢者クラブ活動事業 ［見直し］
677

福祉介護費 ［廃止］
0

消費税増税による介護保険料軽減強化のため廃止
する。 財

源

財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護保険関連事業経費 　
150

緊急通報サービス事業
594

独居高齢者の安否確認と非常時の緊急対応のた
めのシステムの設置及びサービスを実施。 財

源

利用料

低所得者のうち生計が困難である者について、社
会福祉法人等による負担を基本として、利用者負担
の軽減を行う。
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款 3 項 1 目 3

事業№ 千円

63 前年度比 ▲ 4,070 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,707千円 107,007千円

その他の内容

・介護保険特別会計操出金 109,714千円

※地方消費税交付金（社会保障財源分）充当　36,000千円

款 3 項 1 目 3

事業№ 千円

64 前年度比 ＋ 913 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,329千円 88,872千円

その他の内容

・負担金 広域連合医療費負担金 78,516千円

・繰出金 基盤安定事業繰出金 20,440千円

広域連合事務費繰出金 3,282千円

事務費負担金 1,963千円

款 3 項 1 目 4

事業№ 千円

65 前年度比 ＋ 673 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

41千円 4,770千円

その他の内容

・光熱水費 1,452千円

・施設管理委託料（管理人） 1,080千円

・施設管理委託料（保守料） 613千円

・料理教室エアコン設置工事 715千円

款 3 項 1 目 5

事業№ 千円

66 前年度比 ＋ 11,838 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

155,276千円 52,552千円

その他の内容

・補装具交付修理費 2,220千円

・障がい福祉サービス給付費 168,258千円

・障がい児通所給付費 34,619千円

※地方消費税交付金（社会保障財源分）充当　10,000千円 ・障害者就労施設　作業委託料 60千円

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

後期高齢者医療特別会計への一般会計からの繰
出金や後期高齢者広域連合への医療費負担金。 財

源

主
な
費
用

施策5-2　生涯学習の推進 教育委員会

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

後期高齢者医療関係経費 　
104,201

介護保険特別会計関係費 　
109,714

介護保険特別会計への操出金。
財
源

財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-4　障がい児者福祉の推進 保健福祉課

障害者総合支援関係経費
207,828

福祉センター管理経費 　
4,811

福祉センターの管理運営を行う。
財
源

施設利用料

障がい児者の自立を支援するため、在宅サービス、
就労支援、施設サービス等の費用の支給、育成・更
生医療等の医療費の給付を行う。
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款 3 項 1 目 6

事業№ 千円

67 前年度比 ＋ 280 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,083千円 6,790千円

その他の内容

・ペアレント・トレーニング等講師謝礼 120千円

・相談支援事業広域連合負担金 1,786千円

・地域生活支援事業サービス給付費 5,760千円

・日常生活用具給付費 2,129千円

款 3 項 1 目 7

事業№ 千円

68 前年度比 ＋ 7,975 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,000千円 910千円

その他の内容

・喬木荘長寿命化工事 8,910千円

　屋上防水工事

【前年度予算額からの増減理由】 　屋根瓦修繕工事

　長寿命化工事を行うため。 　箱樋防水改修工事

款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

69 前年度比 ▲ 395 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,920千円

その他の内容

＜支給予定数＞ 第１子　 5万円 1８名 ・出産祝金 6,900千円

第２子　10万円 ２０名

第３子　30万円 １２名

第４子　40万円 1名

款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

70 前年度比 ▲ 52 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

391千円

その他の内容

・少年警察ボランティア報酬 45千円

・南信交通災害共済負担金 273千円

施策1-4　障がい児者福祉の推進 保健福祉課

特養喬木荘の経年劣化等による維持補修工事を行
う。 財

源

福祉基金繰入金

主
な
費
用

施策1-3　健やかな子どもの成長の支援 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

喬木荘維持管理経費
8,910

地域生活支援事業経費 　
10,873

障がい児者の地域生活を支援するためのサービス
の提供や障がい児者との交流活動等を行う。 財

源

青少年健全育成、生活安全のための活動費等。
財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策5-3　青少年の健全育成 保健福祉課

児童福祉一般経費
391

出産祝金事業 　
6,920

次代を担う児童の誕生をお祝いするため、出産し、
養育する父母に出産祝金を支給する。 財

源
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款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

71 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

92千円 1千円 95千円

その他の内容

・子育て短期支援事業委託料 188千円

款 3 項 2 目 2

事業№ 千円

72 前年度比 ▲ 1,320 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

91,895千円 16,615千円

その他の内容

・児童手当 108,510千円

款 3 項 2 目 3

事業№ 千円

73 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

60千円 240千円

＜利用施設＞ その他の内容

　・健和会病院内「おひさまはるる」 ・病児保育利用負担金 300千円

款 3 項 2 目 3

事業№ 千円

74 前年度比 ▲ 2,497 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,279千円 450千円 3,852千円

＜利用希望者数＞ その他の内容

　・14名 ・村外保育園施設型給付費 13,580千円

・過年度精算返還金 1千円

施策5-7　子育て支援の充実 保健福祉課

財
源

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

主
な
費
用

施策1-3　健やかな子どもの成長の支援 保健福祉課

児童手当事業 　
108,510

子ども・子育て支援事業
188

財
源

保護者負担金

家庭での子どもの養育が一時的に困難になった場
合、児童が児童養護施設に一時的に入所するため
の施設委託料。

中学校修了までの児童を対象に１人につき月額
10,000円を支給し、３歳未満及び小学校修了前の第
３子は月額15,000円を支給する。

村外の幼稚園・保育園等への入所を希望する児童
の入所調整を図る。村外施設への給付費用。 財

源

利用者負担金（保育料）

主
な
費
用

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

保育所広域入所事業 　
13,581

病児・病後児保育事業 　
300

病児・病後児のための保育の実施。
財
源

利用者負担金
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款 3 項 2 目 3

事業№ 千円

75 前年度比 ▲ 3,413 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,643千円

＜保育所運営審議会＞ その他の内容

　・人数：15名以内 ・保育所運営審議会委員報酬 113千円

　・構成：地区等の代表者 ・消耗品費 354千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・子ども子育てシステム等委託料 515千円

　統合保育所に係る用地測量委託料を計上していたため。 ・保育園借地料 1,079千円

款 3 項 2 目 3

事業№ 千円

76 前年度比 ＋ 179,680 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

156,000千円 23,000千円 680千円

その他の内容

・統合保育所設計委託料 42,000千円

・統合保育所造成工事費 41,250千円

・用地・補償関係経費 90,300千円

・小渋土地改良区関係経費 5,459千円

款 3 項 2 目 4

事業№ 千円

77 前年度比 ▲ 1,562 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

144千円 7,650千円 4,829千円

その他の内容

＜園児数＞ ・保育玩具等消耗品 1,431千円

　・101名（3歳未満児 34名　3歳以上児 67名） ・光熱水費 1,925千円

・給食賄材料 6,941千円

・修繕費 500千円

款 3 項 2 目 5

事業№ 千円

78 前年度比 ▲ 1,920 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

108千円 4,419千円 6,067千円

その他の内容

＜園児数＞ ・保育玩具等消耗品 1,190千円

　・79名（3歳未満児 27名　3歳以上児 52名） ・光熱水費 1,740千円

・給食賄材料 5,724千円

・修繕費 200千円

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

北保育園の管理運営を行う。
財
源

保育料他

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

北保育園運営経費 　
12,623

保育所関係経費 　
2,643

保育園の運営を円滑に進め、また職員の能力の向
上に努めるとともに、児童の健全な育成を図る。 財

源

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

統合保育所関係経費 ［新規］
179,680

統合保育所建設に係る経費。
財
源

公共施設整備基金繰入金

主
な
費
用

主
な
費
用

中央保育園運営経費 　
10,594

中央保育園の管理運営を行う。
財
源

保育料他
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款 3 項 2 目 6

事業№ 千円

79 前年度比 ▲ 311 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

36千円 1,632千円 4,433千円

その他の内容

＜園児数＞ ・保育玩具等消耗品 512千円

　・21名（3歳未満児 2名　3歳以上児 19名） ・給食賄材料 2,174千円

・修繕費 470千円

・備品：食器消毒保管機等購入費 759千円

款 3 項 3 目 1

事業№ 千円

80 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

309千円

その他の内容

・日赤社費口座振替手数料 59千円

・日赤奉仕団補助金 150千円

・災害見舞金・弔慰金 100千円

南保育園の管理運営を行う。
財
源

保育料他

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実 保健福祉課

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

南保育園運営経費 　
6,101

主
な
費
用

災害救助経費 　
309

日赤奉仕団への活動補助金、災害見舞金や弔慰金
に係る経費。 財

源

喬木村イメージキャラクター
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衛⽣費

款 4 項 1 目 1

事業№ 千円

81 前年度比 ＋ 501 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,910千円

その他の内容

・飯伊地域包括医療協議会負担金 1,920千円

・飯伊診療情報システム運営負担金 768千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・看護師等確保対策事業負担金 141千円

　運営負担金の増額による。 ・食生活改善グループ補助金 45千円

款 4 項 1 目 2

事業№ 千円

82 前年度比 ＋ 31 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

16,766千円

その他の内容

・予防接種委託料 16,571千円

※地方消費税交付金（社会保障財源分）充当　10,000千円

款 4 項 1 目 2

事業№ 千円

83 前年度比 ＋ 156 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,587千円 1,763千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・健診等委託料 3,234千円

　・基本健診 　39歳以下 100名

　後期高齢者 220名

　消防団員 80名

款 4 項 1 目 2

事業№ 千円

84 前年度比 ▲ 52 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

557千円 1,949千円

その他の内容

・健康管理システム保守料・使用料 1,165千円

・健康管理システム改修委託料 715千円

・歯科健診委託料 168千円

・健康ポイント事業委託料 100千円

財
源

主
な
費
用

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

保健衛生一般経費 　
2,910

地域医療の充実を図り、安心して医療機関を受診
できる体制を整えるため、各種団体への助成を行
う。

財
源

基本健診一部負担金他

主
な
費
用

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

保健事業経費 　
3,350

予防接種事業経費 　
16,766

財
源

乳幼児期から高校３年生（18歳相当）の予防接種に
よる感染症の流行の抑制及び高齢者のインフルエ
ンザ、肺炎球菌の発症、重症化を防ぐ。

健康増進法に基づき生活習慣病の予防のための健
康診査を実施する。対象年齢は40歳未満及び後期
高齢者。

主
な
費
用

健康増進事業経費
2,506

財
源

生活習慣病予防のため、生活や食生活及び運動習
慣を見直すきっかけとなる相談、検査等を実施す
る。
歯科健診事業対象者を40歳以上の国保被保険者
から国保以外の方も対象とした。
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款 4 項 1 目 2

事業№ 千円

85 前年度比 ＋ 8 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

24千円 263千円

その他の内容

＜対象者＞ ・がん検診委託料 209千円

　・子宮頸がん20歳　31名 　・乳がん40歳　42名

款 4 項 1 目 2

事業№ 千円

86 前年度比 ＋ 380 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,231千円 6,580千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・がん検診委託料 7,598千円

　・各種がん検診 ・肺がん ・子宮頸がん ・検診票等の郵送料 171千円

・胃がん ・乳がん

・大腸がん ・前立腺がん

款 4 項 1 目 2

事業№ 千円

87 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

60千円

その他の内容

・相談料 60千円

＜主な事業＞

　・学習会 2～3回実施

款 4 項 1 目 2

事業№ 千円

88 前年度比 ▲ 704 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

972千円 327千円

その他の内容

・人間ドック補助　・健康相談　 ・糖尿病性腎症予防職員報酬 398千円

　・重症化予防訪問　・新規対象者説明会 ・人間ドック補助金 525千円

【前年度予算額からの増減理由】

　人件費を総務課一般職員人事経費で計上したため。

財
源

主
な
費
用

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

がん検診推進事業経費（国庫） 　
287

働き盛りの年代層のがんの早期発見と早期治療を
目的に検診受診促進を図り、健康意識の普及につ
なげるため実施する。

財
源

主
な
費
用

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

自殺対策事業経費 　
60

がん検診推進事業経費（村単） 　
7,811

健康増進法に基づき、予防可能ながんの早期発
見・早期治療を目的に、がん検診を実施する。 財

源

検診一部負担金

自殺の危険性の高い人の早期発見・早期対応を図
るため、地域や職場で相談対応をする担当者が、う
つ病等精神疾患とその対応について理解するため
に学習会を実施する。

主
な
費
用

後期高齢者保健事業
1,299

財
源

特別調整交付金（後期高齢）

健康増進法に基づき75歳以上又は65歳以上の方で
後期高齢者医療の障害認定を受けた方を対象に、
生活習慣病予防のための事業を実施する。

＜主な事業＞
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款 4 項 1 目 2

事業№ 千円

89 前年度比 ＋ 1,329 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

954千円 1,408千円

その他の内容

・抗体検査委託料 1,710千円

・予防接種委託料 451千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・クーポン印刷代 141千円

　クーポン送付対象者を拡大したため。 ・クーポン等郵送代 60千円

款 4 項 1 目 3

事業№ 千円

90 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

313千円 81千円 107千円

その他の内容

・未熟児養育医療給付費 500千円

款 4 項 1 目 3

事業№ 千円

91 前年度比 ＋ 7 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,514千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・妊婦健診委託料 6,364千円

　・妊婦健康診査対象者 50名

款 4 項 1 目 3

事業№ 千円

92 前年度比 ▲ 4 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

325千円 2,584千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・医師、助産師等賃金 997千円

　・乳幼児各種健診　・産後健診　・産後ケア事業 ・健診、母乳相談等委託料 629千円

　・母乳相談　　・不妊症・不育症治療費助成 ・産後健診、産後ケア事業 550千円

・不妊症・不育症治療費助成金 500千円

財
源

主
な
費
用

施策1-3　健やかな子どもの成長の支援 保健福祉課

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

風しん対策事業
2,362

予防接種法に基づき、昭和37年４月２日～昭和54
年4月1日生まれの男性に対し、風しん抗体検査及
び予防接種の勧奨を行う。

財
源

主
な
費
用

施策1-3　健やかな子どもの成長の支援 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-3　健やかな子どもの成長の支援 保健福祉課

妊婦健康診査支払事業経費 　
6,514

未熟児養育医療 　
501

財
源

養育医療保護者一部負担金

生まれた時の体重が2,000g以下または医師が身体
機能を未熟と判断した乳児の入院医療費や食事療
養費を助成する。

母子保健法に基づき、母子の健康を保持増進する
ため妊婦健康診査を安心して受診できるよう健康診
査料を助成する。

主
な
費
用

母子衛生関係経費
2,909

財
源

母子保健法・健やか親子２１等に基づき、親と子が
健やかに暮らせるよう乳幼児健診、母乳相談、不妊
症・不育症治療費の助成を行う。
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款 4 項 2 目 1

事業№ 千円

93 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

109千円

その他の内容

＜管理施設＞ ・上下水道料 62千円

　・北霊園 105区画 ・霊園施設修繕費 30千円

　・郭霊園 74区画 ・消耗品 17千円

款 4 項 2 目 1

事業№ 千円

94 前年度比 ＋ 96 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

220千円 2,116千円

その他の内容

・浄化槽組合等負担金 132千円

・合併浄化槽設置及び修繕への補助 2,204千円

款 4 項 2 目 1

事業№ 千円

95 前年度比 ＋ 843 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,454千円 9,367千円

その他の内容

・ごみ専用袋購入費 1,302千円

・資源ごみ、可燃ごみ等処理委託料 16,349千円

款 4 項 2 目 1

事業№ 千円

96 前年度比 ＋ 5,829 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

226千円 35,863千円

その他の内容

・ごみ中間処理施設負担金 20,147千円

・し尿処理施設負担金 13,131千円

村営墓地の維持管理を行う。
財
源

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

施策2-2　住環境の整備 生活環境課

村営墓地管理経費 　
109

ごみの分別収集・運搬・処理を行う。
財
源

燃やすごみ手数料、専用袋販売収入

主
な
費
用

施策3-1　循環型社会の形成 生活環境課

主
な
費
用

施策3-1　循環型社会の形成 生活環境課

塵芥処理収集経費 　
17,821

合併処理浄化槽経費 　
2,336

財
源

下水道処理区域外において、合併処理浄化槽を普
及し、生活排水の処理を行い、生活環境の向上を
図る。

主
な
費
用

公害対策経費 　
36,089

燃やすごみ、し尿の広域処理に係る費用負担と環
境保護対策を行う。 財

源

犬登録手数料他
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款 4 項 2 目 1

事業№ 千円

97 前年度比 ＋ 757 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,550千円

その他の内容

・ＰＴＡ資源回収への補助金 400千円

・生ごみ処理機設置補助金 150千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・ゴミステーション改修補助金 500千円

　ｺﾞﾐｽﾃｰｼｮﾝ監視用ｶﾒﾗ設置補助金を創設したため。 500千円

款 4 項 2 目 1

事業№ 千円

98 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

35千円

その他の内容

・新エネルギー推進協議会の開催 25千円

款 4 項 2 目 1

事業№ 千円

99 前年度比 ＋ 500 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,650千円

その他の内容

・太陽光発電・蓄電システム設置補助金

2,500千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・太陽熱温水器設置補助金 150千円

　太陽光発電・蓄電システム設置補助金を増額したため。

款 4 項 2 目 2

事業№ 千円

100 前年度比 ▲ 509 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,802千円

その他の内容

・水質検査手数料 1,540千円

・水処理施設維持管理委託料 2,805千円

・ガラス陶磁器類粉砕埋立委託料 2,178千円

・処分場修繕工事 1,980千円

主
な
費
用

処分場管理経費 　
10,802

一般廃棄物最終処分場の維持管理を行う。
財
源

低炭素社会の構築に向けた自然エネルギー推進の
ための補助を行う。 財

源

主
な
費
用

施策3-1　循環型社会の形成 生活環境課

主
な
費
用

施策3-2　自然環境の保全 生活環境課

自然エネルギー関係補助金 　
2,650

自然エネルギー推進事業 　
35

低炭素社会の構築に向けた自然エネルギーの推進
を行う。 財

源

環境保護対策への助成を行う。
財
源

主
な
費
用

施策3-2　自然環境の保全 生活環境課

施策3-1　循環型社会の形成 生活環境課

公害対策関係事業補助金 ［見直し］
1,550

・ｺﾞﾐｽﾃｰｼｮﾝ監視用ｶﾒﾗ設置補助金
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款 4 項 3 目 1

事業№ 千円

101 前年度比 ＋ 1,481 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,350千円

その他の内容

・斑状歯歯科治療費 2,000千円

・水道事業会計出資金 13,460千円

・水道事業会計補助金 2,890千円

農林⽔産業費

款 5 項 1 目 1

事業№ 千円

102 前年度比 ▲ 760 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,790千円 195千円 4,267千円

その他の内容

　・農業委員　９名 ・農業委員報酬 3,566千円

　・農地利用最適化推進委員　６名 ・農地利用最適化推進委員報酬 2,292千円

　※任期は共にH29.7.20～R2.7.19 ・各種負担金 153千円

　※年度中に改選　新任期はR2.7.20～R5.7.19

款 5 項 1 目 2

事業№ 千円

103 前年度比 ＋ 228 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

206千円 323千円

その他の内容

・農家住宅管理費 119千円

・公用車維持管理費 266千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・南信州農業振興協議会等負担金  110千円

　公用車車検料等の増による。

款 5 項 1 目 2

事業№ 千円

104 前年度比 ▲ 5,001 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

その他の内容

斑状歯の方への治療費負担及び水道事業会計へ
の繰出金を支出する。 財

源

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

水道事業経費 　
18,350

飯伊地域、北部地域の農政関係協議会に参加し、
農業振興を行う。 財

源

農家住宅貸付料、基金利子

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

農業総務一般経費 　
529

農業委員会運営経費 　
6,252

財
源

農業者年金業務委託金他

農地法、農業経営基盤強化法に基づく法令審査並
びに農業者の生産額拡大に向けた農業振興の立
案を行う。

主
な
費
用

強い農業経営のための施設栽培応
援基金管理経費

［廃止］
0

財
源

施設栽培を強く推進していくための基金造成を行
う。
→No.103 農業総務一般経費へ移行
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款 5 項 1 目 2

事業№ 千円

105 前年度比 ＋ 1,485 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

98千円 72千円 1,315千円

その他の内容

・農地農家台帳システム更新 660千円

165千円

660千円

款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

106 前年度比 ＋ 12 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

30千円 341千円

その他の内容

・農業問題研修会講師謝礼 80千円

・新規就農者フェア負担金 54千円

40千円

款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

107 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,890千円

その他の内容

・農地流動化事業補助金　　　　　　　　　 840千円

・小規模土地改良事業補助金　　　　　　 850千円

・遊休農地利活用対策事業補助金　　   　100千円

・有害鳥獣防護柵補助金　　　　　　　 100千円

款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

108 前年度比 ▲ 285 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

255千円

その他の内容

・帰農塾補助金 15千円

・新規就農者住宅支援 240千円

【前年度予算額からの増減理由】

　県就農支援制度への移行による減。

新規就農者の確保等を主とした農業振興を図るた
めの一般的経費。 財

源

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

農業振興一般経費 　
371

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

農地管理システム関係経費 ［新規］
1,485

農地管理システムに係る経費。
財
源

南信州地域農業再生協議会補助金

主
な
費
用

・農地利用状況調査支援システムリース

・農地農家台帳システムマッチング業務

・南信州担い手就農プロデュース負担金

次世代の担い手確保を図るための各種補助事業を
行う。 財

源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

担い手支援事業補助金 　
255

遊休農地対策事業補助金 　
1,890

遊休農地の解消、防止を図るための各種補助事業
を行う。 財

源
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款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

109 前年度比 ＋ 5 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10千円 10千円

その他の内容

・利子補給補助金　　　 20千円

款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

110 前年度比 ▲ 250 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,620千円

その他の内容

・野菜価格安定対策事業補助金　 500千円

・果樹共済加入推進対策補助金　　 250千円

・農業用施設設置費用補助金 　  　 500千円

・土壌分析等導入支援事業補助金 150千円

款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

111 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,000千円

その他の内容

3,000千円

款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

112 前年度比 ▲ 847 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,557千円 1,852千円

＜３組織＞・小川下平会・伊久間会 その他の内容

               ・帰牛原耕地保全会 ・多面的機能支払交付金 7,397千円

＜協定面積＞　　　117ha

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

農業生産額の向上に向けた村単独の補助経費。
財
源

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

農業振興事業補助金 　
1,620

経営基盤強化資金利子補給事業 　
20

農業制度資金（スーパーL資金）の借入者への利子
補給を行う。 財

源

農地・水路等の維持管理及び農村環境の保全活動
を行う活動組織の支援を行う。 財

源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

多面的機能支払交付金事業 　
7,409

農業次世代人材投資事業 　
3,000

新規就農者の確保及び定着を目的とする国庫事業
の経費。 財

源

・農業次世代人材投資資金（経営開始型）
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款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

113 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,575千円 1,611千円

その他の内容

＜11集落＞ 城原・帰牛原上・名平島・小塩洞・塩田 ・中山間地域等直接支払交付金 6,100千円

菅沼・五反田・馬草田・一本木・大沢・大島

＜協定面積＞　 29ha

款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

114 前年度比 ＋ 26 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

340千円 20千円

その他の内容

・会計年度任用職員報酬 54千円

・推進委員等謝金 281千円

款 5 項 1 目 3

事業№ 千円

115 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

518千円

その他の内容

・人・農地プラン推進委員　15名（予定） ・検討委員等賃金 486千円

・事務費 20千円

・郵便料 12千円

款 5 項 1 目 4

事業№ 千円

116 前年度比 ＋ 38,478 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,600千円 34,000千円 1,015千円 11,040千円

その他の内容

・水路改修工事 35,700千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・農業施設改良工事補助金 1,450千円
　（材料支給）

・ため池ハザードマップ作成委託料 1,600千円

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

経営所得安定対策及び水田活用直接支払交付金
事業の事務処理を行う。 財

源

南信州地域農業再生協議会補助金

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

経営所得安定対策等推進事業
360

中山間地域等直接支払交付金事業 　
6,186

中山間地域の農用地等の維持管理を行う集落の支
援を行う。 財

源

用排水路等農業用施設の改良工事を行う。
財
源

地元負担金

主
な
費
用

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 高速交通対策課

村単農業施設改良事業 　
47,655

人・農地プラン推進事業
518

人・農地の問題解決のため、人・農地プランについ
ての継続的な話し合いと見直しを行う。 財

源

　緊急自然災害防止対策事業により田中下構造改善水路、唐
　沢水路の改修工事を行うため。
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款 5 項 1 目 5

事業№ 千円

117 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

80千円

その他の内容

・耕作者集積協力金　 50千円

款 5 項 1 目 5

事業№ 千円

118 前年度比 ▲ 4,759 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,029千円

その他の内容

・経常負担金（維持管理） 1,417千円

・経常賦課金（地区協議会） 2,868千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・小渋川二期負担金（県営事業） 2,633千円

　事業終了による負担金の減。 ・賦課金決済金 111千円

款 5 項 1 目 5

事業№ 千円

119 前年度比 ＋ 7,169 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,965千円 1,134千円

その他の内容

・井水改修工事負担金 1,329千円

・井水改修工事 6,100千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・測量設計委託料 670千円

　花立井水改修工事の増。

款 5 項 1 目 6

事業№ 千円

120 前年度比 ▲ 422 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

480千円 1,460千円

その他の内容

・屋外ベンチ更新 443千円

・敷地料 1,495千円

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

小渋川土地改良区施設の維持・管理経費。
財
源

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 高速交通対策課

主
な
費
用

施策4-1　地域特性を活かした農業振興 産業振興課

土地改良事業関係経費 　
7,029

農地中間管理事業 　
80

農地の貸借を促進し、集積・集約化を図る国庫事業
の経費。 財

源

交流研修センター及び周辺施設の修繕や敷地料に
係る経費。 財

源

　指定管理者納付金

主
な
費
用

主
な
費
用

施策4-4　観光の振興 産業振興課

交流研修センター管理運営経費 　
1,940

土地改良適正化事業
8,099

財
源

地元負担金、長野県土地改良事業団体連合会交付金

長野県土地改良事業団体連合会が行う土地改良
事業への５箇年にわたる負担金及び井水改修のた
めの工事費。
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款 5 項 1 目 7

事業№ 千円

121 前年度比 ＋ 524 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,688千円

＜村立公園＞ その他の内容

　城山公園、もろはら公園、縄文の丘フル－ツパーク ・光熱水費 1,008千円

　伊久間やすらぎ公園、能登沢ダム公園、大原机山公園 ・公園内修繕費 1,200千円

＜県立自然公園＞ ・公園管理等委託料 2,113千円

　矢筈公園 ・施設等改修費 2,100千円

款 5 項 1 目 7

事業№ 千円

122 前年度比 ▲ 796 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

125千円

・大島地区　５棟 その他の内容

・氏乗地区　５棟 ・空室電気料 80千円

・軽微修繕費 30千円

【前年度予算額からの増減理由】

　年度当初の利用者が見込めないため。

款 5 項 1 目 7

事業№ 千円

123 前年度比 ＋ 90 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,027千円

その他の内容

＜第11回関東地区喬木村ふるさと会＞ ・ふるさと会を行うための経費 500千円

　・日程　　2020年11月23日（月・祝） 予定 ・ふるさと通信発行、郵送代 444千円

　・場所　　東京都千代田区内

款 5 項 1 目 7

事業№ 千円

124 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,600千円

その他の内容

・ＮＰＯ法人たかぎへの補助金 7,000千円

・花いっぱい運動への補助金 600千円

施策2-2　住環境の整備 生活環境課

大島地区、氏乗地区にあるクラインガルテンの維持
管理を行う。 財

源

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 産業振興課

主
な
費
用

施策2-2　住環境の整備 生活環境課

クラインガルテン管理運営事業 　
125

公園維持管理経費 　
7,688

村内の公園を、安全に快適に使用いただけるよう管
理を行う。 財

源

地域活性化の推進を図るため、ＮＰＯ法人たかぎ、
活性化団体へ補助金を交付する。 財

源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策6-1　協働のむらづくりの推進 産業振興課

地域活性化関連事業補助金
7,600

ふるさと会事業 　
1,027

関東・東海地区ふるさと会の運営の支援と、喬木村
出身者へ向けてたかぎ通信を発行する。 財

源
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款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

125 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,000千円

その他の内容

・村有地支障木竹伐採委託料 2,500千円

・村有林除間伐負担金 1,500千円

款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

126 前年度比 ▲ 500 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,000千円

＜主な事業内容＞ その他の内容

　・森林整備補助 里山整備等　40ha ・森林整備推進事業補助金 2,400千円

　・竹林整備利活用補助 1年目　　　300円/㎡ ・竹林整備利活用推進事業補助金 600千円

　（地域で整備する場合） 2～3年目　200円/㎡

4～5年目　100円/㎡

款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

127 前年度比 ＋ 4,222 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,029千円 4,492千円

その他の内容

・木材破砕機購入　１台 4,000千円

・九十九谷森林公園苗木代 500千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・山林協会等関連団体負担金 411千円

　木材破砕機を新たに購入するため。

款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

128 前年度比 ＋ 1,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,000千円 3,000千円

<主な事業> その他の内容

　・九十九谷森林公園遊歩道等改修 ・遊歩道、木橋改修工事費 4,000千円

遊歩道　Ｌ＝１０ｍ　木橋　３箇所

【前年度予算額からの増減理由】

　工事請負費の増額を見込んだため。

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

森林税による里山整備等嵩上げ補助、森林環境譲
与税による竹林整備利活用事業補助に係る経費。 財

源

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

森林造成関係事業補助金
3,000

森林造成事業 　
4,000

村有林の整備、村有地における支障木竹等の伐採
に係る経費。 財

源

森林税活用事業による九十九谷森林公園内の木製
遊歩道等改修に係る経費。 財

源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

森林づくり推進支援金事業 　
4,000

林業総務一般経費 ［見直し］
5,521

林務行政全般に係る経費。
財
源

十二山茸山採取権料他
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款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

129 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

496千円

その他の内容

・猟友会補助金 450千円

・狩猟資格取得者補助金 46千円

款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

130 前年度比 465 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

644千円 2,121千円

<有害鳥獣補助対象動物> その他の内容

　シカ、イノシシ、クマ、サル、カラス、ハクビシン ・有害鳥獣捕獲補助金 2,565千円

・錯誤捕獲クマ放獣謝礼 200千円

【前年度予算額からの増減理由】

　シカ、イノシシの補助単価を引き上げたため。

款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

131 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,212千円 10,198千円

その他の内容

<主な事業> ・松林健全化（春駆除）委託料 9,600千円

　・松林健全化（春駆除） 300 m³ ・保全松林（秋駆除）委託料 12,800千円

　・保全松林（秋駆除） 400 m³ ・松くい虫防除対策事業補助金 10千円

款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

132 前年度比 ＋ 440 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

660千円

＜主な事業内容＞ その他の内容

　・林地台帳システムの保守 ・森林GISデータ更新委託料 440千円

　・森林GISのデータ更新 ・林地台帳システム保守等委託料 220千円

【前年度予算額からの増減理由】

　森林GISデータの更新を行うため。

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

有害鳥獣捕獲に対する補助、錯誤捕獲されたクマ
の放獣に係る経費。 財

源

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

野生鳥獣総合管理対策事業補助金 ［見直し］
2,765

有害鳥獣駆除関係事業補助金 　
496

有害鳥獣による被害拡大防止活動に係る経費。
財
源

森林所有者情報の活用推進に係る経費。
財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

森林所有者情報活用推進事業 ［見直し］
660

森林病害虫防除対策経費 　
22,410

松くい虫被害木の伐倒と被害拡大防止に係る経
費。 財

源
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款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

133 前年度比 ＋ 5,500 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,950千円 550千円

＜主な事業内容＞ その他の内容

　・ライフライン等保全対策　南　唐沢地籍 ・ライフライン等保全対策事業委託料 3,000千円

　・県産材公共サイン整備　九十九谷森林公園 ・県産材公共サイン整備事業 2,500千円

款 5 項 2 目 1

事業№ 千円

134 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

700千円

＜主な事業内容＞ その他の内容

　・長期未整備となっている私有林の現況調査 ・意向調査準備推進事業委託料 700千円

款 5 項 2 目 2

事業№ 千円

135 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,500千円

その他の内容

・維持修繕工事 1,500千円

款 5 項 2 目 2

事業№ 千円

136 前年度比 ＋ 6,338 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,100千円 258千円

その他の内容

・県営林道開設負担金 6,600千円
　（事業費の10％）

【前年度予算額からの増減理由】 ・伐採工事 8,500千円

　県事業費の増による負担金及び伐採費の増。

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

里山整備関連事業 ［新規］
5,500

里山整備方針作成事業及び里山整備事業等、長野
県森林づくり県民税活用事業に係る経費。 財

源

主
な
費
用

林道の維持管理に係る経費。
財
源

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 高速交通対策課

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

村単林道事業 　
1,500

森林経営管理事業
700

森林環境譲与税を活用した森林整備に係る経費。
財
源

主
な
費
用

県営林道開設事業 　
15,358

大島と氏乗を結ぶ基幹林道を県の事業により整備
し、森林資源の有効活用を行う。 財

源
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款 5 項 2 目 2

事業№ 千円

137 前年度比 ▲ 6,500 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,000千円 2,000千円

その他の内容

・設計委託料 4,000千円

【前年度予算額からの増減理由】

　昨年度は橋梁点検委託、今年度は補修設計委託。

款 5 項 2 目 3

事業№ 千円

138 前年度比 2 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9千円 16千円

その他の内容

・下伊那地区分収造林協議会負担金 25千円

款 5 項 2 目 4

事業№ 千円

139 前年度比 ▲ 3,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,000千円

＜主な事業内容＞ その他の内容

　・能登沢　9ha　カラマツ　ロープ巻 ・事務用品費 58千円

・分収契約地除間伐事業委託料 1,942千円

【前年度予算額からの増減理由】

　実施事業量の減少を見込んだため。

林道に架かる橋梁施設の維持管理に係る経費。
財
源

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

林道橋梁管理事業
4,000

分収契約地における造林事業に係る経費。
財
源

公団造林事業交付金

主
な
費
用

主
な
費
用

施策4-2　豊かな森林の育成と活用 生活環境課

公団造林事業
2,000

分収林負担金
25

下伊那地区分収造林協議会の事業活動に係る経
費。 財

源

分収造林事業地元寄付金

47



商工費

款 6 項 1 目 1

事業№ 千円

140 前年度比 ▲ 6,531 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,472千円

その他の内容

・信用保証料村負担分 3,500千円

・関係機関負担金 877千円

【前年度予算額からの増減理由】

　村制度資金の貸付融資額の預託増資を行わないため。

款 6 項 1 目 1

事業№ 千円

141 前年度比 450 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,300千円

その他の内容

・商工会への補助金 5,100千円

・村制度資金利用者への利子補給 800千円

・知的財産権取得補助金 150千円

・人材育成事業補助金 250千円

款 6 項 1 目 1

事業№ 千円

142 前年度比 ▲ 1,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,000千円

その他の内容

・工業等生産設備取得補助金 1,000千円

【前年度予算額からの増減理由】

款 6 項 1 目 1

事業№ 千円

143 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

200千円

その他の内容

・展示商談会等出展事業補助金 200千円

施策4-3　商工業・サービス業の振興 産業振興課

商工会及び村内の商工業者を対象とした各種助成
を行う。 財

源

主
な
費
用

施策4-3　商工業・サービス業の振興 産業振興課

主
な
費
用

施策4-3　商工業・サービス業の振興 産業振興課

商業振興関係事業補助金 　
6,300

商業振興一般経費
4,472

商工業の振興を図るため、融資及び信用保証料の
負担。また、関係機関の運営経費の負担を行う。 財

源

主
な
費
用

施策4-3　商工業・サービス業の振興 産業振興課

販路拡大支援事業 　
200

財
源

機器設備導入支援事業 　
1,000

財
源

主
な
費
用

事業拡張等により設備投資を容易にする環境を提
供するため、新たに村内に有する工場等内に設置
した償却資産（機械及び装置に限る）の初年度分の
固定資産税年税額相当の補助を行う。

　税制特例措置のある設備投資が図られ、当事業に対象となる
　償却資産が減少する見込みのため。

県内外の展示会・見本市等に出展する中小企業に
対して、販路の開拓及び拡大の促進を図るため、小
間料の２分の１、限度額（１回につき）10万円を補助
する。
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款 6 項 1 目 1

事業№ 千円

144 前年度比 ＋ 491 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

100千円 1,714千円

その他の内容

・信州大学航空機システム共同研究講座
　コンソーシアム負担金 190千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・産業センター事業負担金 90千円

　エス・バード整備に係る借入金の償還負担金額の増による。 ・産業振興拠点事業負担金 1,534千円

款 6 項 1 目 2

事業№ 千円

145 前年度比 ＋ 313 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,640千円

その他の内容

・観光パンフレット等印刷代 578千円

・イベント参加費用 66千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・くりん草まつり警備委託料 866千円

　観光パンフレットの増刷及びくりん草祭り警備単価の増による。

款 6 項 1 目 2

事業№ 千円

146 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,700千円

その他の内容

・ふるさと祭り運営補助金 2,700千円

　・第33回 たかぎふるさと祭り

2020年8月15日開催予定

款 6 項 1 目 3

事業№ 千円

147 前年度比 10 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

101千円

その他の内容

・特殊詐欺被害防止機器設置補助 100千円

施策4-3　商工業・サービス業の振興 産業振興課

産業振興の拠点関連経費
1,814

主
な
費
用

施策4-4　観光の振興 産業振興課

観光振興関係事業補助金 　
2,700

観光振興一般経費 　
1,640

イベント関係経費、観光パンフレット作成等観光に
係る経費。 財

源

財
源

　企業版ふるさと納税

主
な
費
用

施策4-4　観光の振興 産業振興課

エス・バードの運営費用の負担と、日本で唯一の航
空機システム分野の講座で学ぶ学生への支援を行
う。

主
な
費
用

消費者保護関係経費 ［見直し］
101

消費者保護の普及啓発を行うための経費。
財
源

たかぎふるさと祭りの運営支援。
財
源

主
な
費
用

施策3-6　防犯対策の充実 総務課
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土木費

款 7 項 1 目 1

事業№ 千円

148 前年度比 ＋ 2,077 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,057千円

その他の内容

・電気料（トンネル・道路照明等） 456千円

・道路台帳補正委託料 3,300千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・登記業務委託料 600千円

　公用車を購入するため。 ・公用車購入 1,390千円

款 7 項 1 目 1

事業№ 千円

149 前年度比 ▲ 121 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

その他の内容

款 7 項 2 目 1

事業№ 千円

150 前年度比 ▲ 31,997 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

35,834千円

その他の内容

・除雪、除草委託料 5,100千円

・舗装修繕工事 15,000千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・道路修繕工事 9,500千円

　大規模な道路修繕箇所が減少したため。 ・交通安全対策工事 5,000千円

款 7 項 2 目 2

事業№ 千円

151 前年度比 ＋ 27,604 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

28,600千円 29,014千円

その他の内容

・橋梁点検長寿命化点検委託料 20,000千円

・上平トンネル点検委託料 2,200千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・橋梁補修調査設計委託料 3,000千円

　5年に1度の橋梁及びトンネルの点検を行うため。 ・橋梁修繕工事 32,000千円

施策2-1　道路・交通網の充実 高速交通対策課

土木管理経費 　
7,057

主
な
費
用

施策2-1　道路・交通網の充実 高速交通対策課

道路橋梁維持管理経費 　
35,834

土地開発基金管理経費 ［廃止］
0

土地開発基金の運用収入の管理経費。
※令和元年度末で基金を廃止する。 財

源

村の土木事業を行う上で必要となる経費。
財
源

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

主
な
費
用

社会資本整備総合交付金事業 　
57,614

国の交付金を受け、橋梁とトンネルの点検、橋梁の
修繕工事と補修調査設計を行う。 財

源

村道の維持管理を行う。
財
源

主
な
費
用

施策2-1　道路・交通網の充実 高速交通対策課
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款 7 項 2 目 2

事業№ 千円

152 前年度比 ＋ 27,850 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

＜道路改良予定箇所＞ 1,000千円 78,503千円

　・村道216号線　南農事集会所前 その他の内容

　・村道511号線　馬場学遊館東 ・測量設計委託料 6,000千円

・道路改良工事 55,000千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・側溝整備工事 7,500千円

　新たに道路改良工事２箇所予定したことによる増。 ・公有財産購入費（土地） 2,050千円

款 7 項 2 目 2

事業№ 千円

153 前年度比 ＋ 4,055 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

252千円 6,939千円

その他の内容

・三遠南信関連業務委託料 1,000千円

・単独道路改良 2,000千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・土地購入費 4,000千円

　雨沢（村道918号線）用地買収費の増。

款 7 項 3 目 1

事業№ 千円

154 前年度比 ▲ 3,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,000千円

その他の内容

・河川改修工事 2,000千円

【前年度予算額からの増減理由】

　大規模改修工事箇所が減少したため。

款 7 項 4 目 1

事業№ 千円

155 前年度比 ＋ 4,936 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,967千円

その他の内容

＜公営住宅の状況＞ ・施設の修繕費用 800千円

　・北　9戸　　・伊久間　8戸　　・富田　11戸 ・次世代ネットワーク使用料 324千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・地優賃住宅助成金 660千円

　阿島北村営住宅の解体を行うため。 ・阿島北村営住宅解体費 5,000千円

施策2-1　道路・交通網の充実 高速交通対策課

村単道路改良事業 　
79,503

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実 高速交通対策課

河川維持経費 　
2,000

三遠南信自動車道関係事業 　
7,191

飯喬道路３工区に関する環境保全や整備効果を図
るための経費。 財

源

村有地貸付料

財
源

地元負担金

主
な
費
用

施策2-1　道路・交通網の充実 高速交通対策課

村単独で村道を計画的に改良する。

主
な
費
用

公営住宅維持管理経費 　
6,967

村営住宅の維持管理を行う。
財
源

住宅使用料他

水害等を防止するため、村の管理河川の改修や維
持修繕を行う。 財

源

主
な
費
用

施策2-2　住環境の整備 生活環境課
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款 7 項 4 目 2

事業№ 千円

156 前年度比 ▲ 312 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

508千円

　・富田間洞住宅　3戸 　・里原住宅　1戸 その他の内容

　・第一小学校　2戸　 合計6戸 ・教員住宅修繕費 488千円

・水道開閉栓等手数料 20千円

【前年度予算額からの増減理由】

　修繕費見込額の減による。

款 7 項 4 目 3

事業№ 千円

157 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

11,738千円

その他の内容

・住宅新築補助金 7,500千円

・空き家活用補助金 1,200千円

・住宅用地取得補助金 3,000千円

款 7 項 4 目 3

事業№ 千円

158 前年度比 ＋ 68,050 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

68,000千円 50千円

その他の内容

・測量設計委託料 3,000千円

・土地購入費 60,000千円

・補償金 5,000千円

款 7 項 4 目 3

事業№ 千円

159 前年度比 ＋ 1,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,425千円 835千円

その他の内容

・精密診断 260千円

・耐震補強補助金 2,000千円

【前年度予算額からの増減理由】

　耐震改修件数の増加を見込んだため。

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

教員住宅維持管理経費 　
508

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実 生活環境課

耐震診断耐震補強事業 　
2,260

住宅等支援事業 　
11,738

定住促進のため住宅建築関連等の各種補助を行
う。 財

源

里原、第一小、富田間洞教員住宅の維持管理を行
う。 財

源

住宅使用料

主
な
費
用

施策2-2　住環境の整備 生活環境課

施策2-2　住環境の整備 高速交通対策課

宅地造成事業 ［新規］
68,050

地域の特性を考慮しながら、定住人口の確保のた
め、住宅団地造成事業を行う。 財

源

リニア・三遠南信自動車道関連活性化基金

主
な
費
用

住宅の耐震診断及び耐震改修補助に係る経費。
財
源

主
な
費
用
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款 7 項 5 目 1

事業№ 千円

160 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

195,000千円

その他の内容

・下水道事業会計出資金 100,000千円

・下水道事業会計補助金 95,000千円

消防費

款 8 項 1 目 1

事業№ 千円

161 前年度比 ▲ 240 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

99,838千円

＜平成31年　喬木村に対する出動状況＞ その他の内容

　・火災出動 3件 ・飯田広域消防負担金 99,838千円

　・救急出動 223件 （搬送人員216名）

　・救助出動 5件

款 8 項 1 目 2

事業№ 千円

162 前年度比 ＋ 1,889 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,738千円 1,824千円 34,073千円

＜組織概要（R2.4.1見込）＞ その他の内容

　・団員数 173名 ・退職報償金 2,228千円

　　　基本団員 106名 ・救急救助用資機材購入費 8,234千円

　　　機能別団員 67名 ・出動交付金 8,680千円

　　　（OB団員31名・地域団員26名・役場団員10名） ・活動交付金 7,269千円

款 8 項 1 目 3

事業№ 千円

163 前年度比 ＋ 5,768 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,630千円

その他の内容

・地域防災計画印刷製本費 550千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・国土強靭化地域計画策定業務 3,300千円

・統合型地理情報ｼｽﾃﾑ更新業務 462千円

・地区消防施設整備等補助金 5,881千円

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実 総務課

常備消防経費 　
99,838

下水道事業費 　
195,000

下水道事業債の元利償還金相当額に係る下水道
事業会計への出資金及び補助金。 財

源

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実

消防団運営経費 　
38,635

喬木村消防団運営のための経費。
財
源

退職報償金支給金

飯田広域消防の火災、救急、救助活動に対する負
担金に係る経費。 財

源

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実 総務課

主
な
費
用

総務課

災害対策経費
12,630

防災用品の備蓄や防災体制の向上等、災害への備
えを進めるための経費。 財

源

国土強靭化地域計画策定業務及び統合型地理情報システ
ム更新業務の実施、地区消防施設整備等補助金の増によ
る。
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款 8 項 1 目 3

事業№ 千円

164 前年度比 ＋ 387 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,420千円

その他の内容

・防災行政無線電気料 780千円

・防災通信施設の電信料 2,501千円

・防災行政無線再免許更新手数料 402千円

・防災行政無線保守点検委託料 5,225千円

款 8 項 1 目 3

事業№ 千円

165 前年度比 ▲ 150 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

36千円 164千円

その他の内容

・非常用発電機燃料代 42千円

・清掃料 48千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・修繕料 100千円

　南部防災ｾﾝﾀｰ区画線整備の完了に伴う減のため。

災害に備えるための各種通信設備の強化、保守及
び運用に係る経費。 財

源

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実 総務課

施策3-4　消防・防災対策の充実 総務課

防災施設管理経費 　
9,420

主
な
費
用

防災センター関係経費 　
200

防災センターの維持管理を行う経費。
財
源

消防団使用料（小川区）
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教育費

款 9 項 1 目 1

事業№ 千円

166 前年度比 ▲ 11 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,627千円

＜委員の状況＞ その他の内容

　・教育長職務代理1名 ・教育委員報酬 1,264千円

　・教育委員 3名 ・教育委員旅費 86千円

・負担金（地教委協議会等） 277千円

款 9 項 1 目 2

事業№ 千円

167 前年度比 ＋ 10,981 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

36千円 22,830千円

その他の内容

・教育情報基盤システム借上料 4,776千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・学校個別施設計画策定委託料 4,422千円

・校務支援システム負担金 1,424千円

・奨学金貸付事業基金への積み増し 5,000千円

款 9 項 1 目 2

事業№ 千円

168 前年度比 ▲ 300 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,004千円

その他の内容

・検定受験補助金 444千円

・校外活動補助金 60千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・総合的な学習への補助 300千円

　学校巡回劇場補助金分を事務局一般経費に計上したため。 ・部活動等大会への補助 200千円

款 9 項 1 目 2

事業№ 千円

169 前年度比 ▲ 728 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,870千円

＜対象見込み人数＞ その他の内容

　・35名(小学校18名、中学校17名) ・新入学学用品の補助 283千円

・学用品の補助 596千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・修学旅行費の補助 521千円

　対象児童生徒の減による。 ・給食費の補助 1,213千円

定例・臨時教育員会の開催、教育委員の研修等を
行う。 財

源

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

教育委員会経費 　
1,627

児童生徒の検定受験への補助及び小中学校の総
合的な学習、校外活動、部活動等への補助を行う。 財

源

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

教育関係事業補助金 　
1,004

教育委員会事務局一般経費 　
22,866

教育委員会事務局として事務運営を行う。
財
源

印刷機使用料

　学校個別施設計画策定委託料及び奨学金貸付事業基金へ
　の積み増しによる増額。

主
な
費
用

要・準要保護児童生徒援助費 　
2,870

経済的に困難な家庭の児童生徒へ就学のための
援助を行う。 財

源
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款 9 項 1 目 2

事業№ 千円

170 前年度比 ▲ 118 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

376千円 699千円

＜対象見込み人数＞ その他の内容

　・28名(小学校15名、中学校13名) ・新入学学用品の補助 193千円

・学用品の補助 236千円

・修学旅行費の補助 96千円

・給食費の補助 457千円

款 9 項 1 目 2

事業№ 千円

171 前年度比 ▲ 1,103 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,470千円

その他の内容

・会計年度任用職員報酬 785千円

・旅費 695千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・ICT機器修繕料 700千円

　遠隔会議システムの使用料が不要になったため。

款 9 項 1 目 2

事業№ 千円

172 前年度比 ＋ 1,298 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,838千円

その他の内容

・第一小学校支援員報酬　3.5名 3,262千円

・第二小学校支援員報酬　1名 932千円

・中学校支援員報酬　　　　2名 2,420千円

・支援員期末手当 900千円

款 9 項 1 目 2

事業№ 千円

173 前年度比 ▲ 327 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,013千円

その他の内容

・外国語講師報酬 2,108千円

・外国語講師期末手当 457千円

・外国語講師社会保険料 364千円

・英語学習サービス利用料 60千円

特別支援学級へ就学する児童生徒への援助を行
う。 財

源

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

特別支援教育就学奨励費 　
1,075

財
源

小中学校において個別に支援が必要な児童生徒
が、安心して授業が受けられるための支援員を配
置する。

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

特別支援教育関係経費 　
7,838

ＩＣＴ活用教育関係経費 　
2,470

ICTを活用した教育の推進を行う。
財
源

2020年度より、小学3・4年生の外国語活動、5・6年
生の外国語が教科化されることから、小学生の外国
語教育を推進する。

主
な
費
用

外国語教育推進事業
3,013

財
源
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款 9 項 2 目 1

事業№ 千円

174 前年度比 ▲ 30,341 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

22千円 23,966千円

＜児童数＞ その他の内容

　・307名 ・高速プリンター使用料 1,268千円

・ICT機器リース料 6,330千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・修繕費（プールサイド修理等） 1,570千円

　前年度は、トイレ洋式化工事等を行ったため。 ・火災報知器電気回線修繕工事 1,366千円

款 9 項 2 目 2

事業№ 千円

175 前年度比 ＋ 4,389 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,678千円

その他の内容

・消耗品費 1,794千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・指導用教科書 2,657千円

・デジタル教科書 1,800千円

・備品購入費 600千円

款 9 項 3 目 1

事業№ 千円

176 前年度比 ＋ 3,813 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

62千円 16,996千円

＜児童数＞ その他の内容

　・42名 ・光熱水費 2,683千円

・ICT機器リース料 2,498千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・照明LED化工事 5,005千円

　照明LED化工事による増。 ・備品購入費 446千円

款 9 項 3 目 2

事業№ 千円

177 前年度比 ＋ 2,295 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,223千円

その他の内容

・消耗品費 673千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・指導用教科書 1,448千円

・デジタル教科書 1,300千円

・児童用図書 392千円

喬木第一小学校の管理運営を行う。
財
源

太陽光発電売電料

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

第一小学校管理経費 　
23,988

喬木第二小学校の管理運営を行う。
財
源

太陽光発電売電料

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

第二小学校管理経費 　
17,058

第一小学校教育振興費 　
7,678

喬木第一小学校の児童が学習に必要な教材、図書
等の整備を行う。 財

源

　教科書改訂に伴う指導書及び学習者用デジタル教科書購入
　のため。

主
な
費
用

第二小学校教育振興費 　
4,223

喬木第二小学校の児童が学習に必要な教材、図書
等の整備を行う。 財

源

　教科書改訂に伴う指導書及び学習者用デジタル教科書購入
　のため。
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款 9 項 4 目 1

事業№ 千円

178 前年度比 ▲ 6,734 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

672千円 40千円 26,981千円

＜生徒数＞ その他の内容

　・189名 ・部活動指導員報酬 1,008千円

・光熱水費 7,180千円

・ICT機器リース料 6,259千円

・体育館防球ネット修繕工事 832千円

款 9 項 4 目 2

事業№ 千円

179 前年度比 ▲ 527 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,958千円

その他の内容

・消耗品費 1,377千円

・生徒用図書 439千円

・デジタルドリル 990千円

・備品購入費 700千円

款 9 項 4 目 3

事業№ 千円

180 前年度比 ▲ 18 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

140千円

＜実施事業＞ その他の内容

　・ＡＬＴ（外国語指導助手）　　１名 ・旅費 20千円

・JET負担金 120千円

款 9 項 5 目 1

事業№ 千円

181 前年度比 ＋ 2,482 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

36,137千円 15,404千円

その他の内容

＜年間給食数見込み＞ ・光熱水費 5,760千円

　・203日 ・給食の食材費 37,546千円

・給食配送の委託料 1,075千円

・廃棄物処理委託料 159千円

喬木中学校の管理運営を行う。
財
源

太陽光発電売電料

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

中学校管理経費 　
27,693

児童生徒が生の英語に触れる機会を増やすため、
海外から外国青年を招致する。 財

源

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

主
な
費
用

施策5-1　保育・教育の充実 教育委員会

外国青年招致事業 　
140

中学校教育振興費 　
3,958

喬木中学校の生徒が学習に必要な教材、図書等の
整備を行う。 財

源

主
な
費
用

調理場管理運営経費 　
51,541

児童生徒の健やかな成長を願い、安全で安心な給
食の提供を行う。 財

源

給食費、太陽光発電売電料
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款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

182 前年度比 ＋ 120 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

50千円 771千円

＜主な事業内容＞ その他の内容

　・社会教育委員　9名 ・社会教育委員報酬 440千円

　・年間事業計画カレンダー ・社会教育委員等旅費 199千円

・社会教育イベント消耗品費 50千円

・年間行事計画カレンダー 96千円

款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

183 前年度比 ＋ 122 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2千円 2,941千円

その他の内容

・光熱水費 228千円

・施設管理委託料（管理人） 960千円

・敷地料 1,269千円

・避難所用テレビ設置 88千円

款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

184 前年度比 ▲ 1,278 千円

人権教育、平和教育の推進事業に係る経費。 国県支出金 地方債 その他 一般財源

＜主な事業・イベント＞ 25千円 444千円

　・平和学習会（年4回） その他の内容

　・中学生満蒙開拓学習事業 ・平和学習会講師謝礼 260千円

・平和学習会映画上映料 66千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・満蒙開拓学習事業 111千円

　広島平和のバス運行事業を終了したため。

款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

185 前年度比 ▲ 754 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

546千円 10千円 535千円

＜実施事業＞ その他の内容

・消耗品費 100千円

・光熱水費 456千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・手数料 118千円

　前年度は外灯の取替工事費を計上していたため。 ・備品購入費（ポータブルアンプ） 238千円

社会教育推進に係る経費。
財
源

イベント参加者負担金

主
な
費
用

施策5-2　生涯学習の推進 教育委員会

施策5-2　生涯学習の推進 教育委員会

社会教育総務一般経費 　
821

財
源

主
な
費
用

施策5-7　子育て支援の充実 教育委員会

主
な
費
用

施策5-6　人権尊重の推進 教育委員会

人権・平和関係経費 ［見直し］
469

社会教育施設維持管理経費 　
2,943

第一公民館の管理運営を行う。
財
源

　施設利用料

　・子育てひろば・児童クラブ・学遊館広場・たかぎ土曜塾
主
な
費
用

こども学遊館管理運営経費 　
1,091

こども学遊館の管理運営を行う。
財
源

太陽光発電売電料
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款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

186 前年度比 ＋ 82 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

811千円

＜実施事業＞ その他の内容

　・発達支援相談員　1名（こども学遊館、保育園） ・委員報酬（子育て支援ネットワーク等） 83千円

　・臨床心理士　　　　1名（小中学校） ・報酬（発達支援相談員、臨床心理士） 686千円

　・子育て支援ﾈｯﾄﾜｰｸ協議会　構成員　　5名 ・研修旅費 14千円

　・子ども子育て会議　　　　　　 構成員　17名

款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

187 前年度比 ＋ 1,227 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,370千円 2,400千円 3,308千円

その他の内容

＜実施事業＞ ・報酬（放課後児童支援員） 7,650千円

　・第一児童クラブ ・消耗品費 133千円

　・第二児童クラブ ・電信料 282千円

・委託料（入退室管理システム） 171千円

款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

188 前年度比 ▲ 86 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

276千円 403千円

＜実施事業＞ その他の内容

　・第二子ども教室 ・報償金 499千円

　・木工体験活動 　（コーディネーター、協働活動支援員）

・消耗品費 170千円

款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

189 前年度比 ▲ 220 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

260千円 10千円 1,559千円

その他の内容

115千円

・報償金 1,066千円
　（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、推進員、学習支援員等）

・使用料（学習ｿﾌﾄ、ｳｨﾙｽ対策ｿﾌﾄ） 483千円

多様化する子ども・家庭からの相談に応じ、支援を
行う。 財

源

主
な
費
用

施策5-7　子育て支援の充実 教育委員会

施策5-7　子育て支援の充実 教育委員会

子育て支援事業 　
811

放課後の安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）
を設ける。 財

源

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生
に、放課後の遊び・生活の場を提供し、健全な育成
を図る。

主
な
費
用

施策5-7　子育て支援の充実 教育委員会

主
な
費
用

施策5-7　子育て支援の充実 教育委員会

放課後子ども教室事業 　
679

児童クラブ事業 　
10,078

財
源

児童クラブ利用料

村内で様々な体験・学習・交流を行い、村への愛着
を育むことを目指す。ＩＣＴ機器を活用した学習支援
を行う。

＜実施事業＞
　・学遊館広場
　・たかぎ土曜塾
　・こども学遊館運営委員会　　構成員　１１名
　・学習支援事業運営委員会　 構成員　１２名

・委員報酬（こども学遊館等運営委員）

土曜日の教育支援構築事業 　
1,829

財
源

学遊館広場参加者負担金

主
な
費
用
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款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

190 前年度比 ＋ 213 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,638千円 20千円 2,350千円

＜実施事業＞ その他の内容

　・子育てひろば ・報酬（子育て相談員） 2,987千円

・講師謝礼（読み聞かせ等） 87千円

・消耗品費 195千円

款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

191 前年度比 ＋ 102 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

200千円 442千円

＜実施事業＞ その他の内容

　・たかぎ未来カレッジ ・報償金（学習支援員、学習ｻﾎﾟｰﾀｰ） 557千円

・消耗品費 80千円

款 9 項 6 目 1

事業№ 千円

192 前年度比 ＋ 10 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

358千円

その他の内容

＜主な事業内容＞ ・男女共同参画推進委員報酬 208千円

　・男女共同参画推進委員　15名 ・講演会等講師謝礼 150千円

款 9 項 6 目 2

事業№ 千円

193 前年度比 ▲ 167 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5千円 3,991千円

＜主な事業・イベント＞【本館4部・分館16分館】 その他の内容

　・楽遊塾　・文化祭　・館報発行（月１回） ・本館部員報酬 1,333千円

　・分館対抗球技大会 1,043千円

・公民館報印刷費 884千円

・団体活動補助金 285千円

主
な
費
用

施策5-7　子育て支援の充実 教育委員会

地域未来塾事業
642

施策5-7　子育て支援の充実 教育委員会

地域子育て支援拠点事業
4,008

子育て家庭（未就園児）、妊娠中の方の交流の場、
子育て相談の場となるよう支援する。 財

源

子育て広場参加者負担金

主
な
費
用

施策5-2　生涯学習の推進 教育委員会

公民館運営経費
3,996

男女共同参画活動費 　
358

財
源

中学生を対象に、水曜日の放課後を活用して学習
支援を行う。 財

源

主
な
費
用

施策6-4　男女共同参画の推進 企画財政課

第４次喬木村男女共同参画計画に基づき、家庭・地
域・職場等あらゆる場での男女共同参画社会の実
現と、女性活躍を推進するための啓発などを行う。

公民館事業の企画運営に係る経費。
財
源

展示本等販売料

主
な
費
用

・各種講演会等の講師謝礼
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款 9 項 6 目 3

事業№ 千円

194 前年度比 ▲ 45 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,084千円

＜主な事業・イベント＞ その他の内容

　・スポーツ推進委員　８名 ・スポーツ推進委員報酬 166千円

　・村駅伝大会 ・駅伝大会経費他 500千円

　・市町村対抗駅伝大会 ・市町村対抗駅伝業務委託等 166千円

款 9 項 6 目 3

事業№ 千円

195 前年度比 ▲ 1,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

422千円

＜補助団体＞　・青少年スポーツ団体　７団体 その他の内容

・青少年スポーツ団体補助金 252千円

・マレットゴルフ場管理補助 170千円

【前年度予算額からの増減理由】

　たかぎスポーツクラブへの補助金の減。

款 9 項 6 目 3

事業№ 千円

196 前年度比 ＋ 276 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14,100千円 1,780千円 15,817千円

＜管理施設＞ その他の内容

　・中央社会体育館、運動公園等　７施設 ・光熱水費 6,322千円

・芝生等管理業務委託料他 5,915千円

・運動公園修繕工事費 3,057千円

・中央社体非常用自家発電装置更新 14,198千円

款 9 項 6 目 3

事業№ 千円

197 前年度比 ＋ 2,493 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

562千円 3,538千円

　・多機能型施設運営協議会委員　10名 その他の内容

・光熱水費 1,086千円

・施設清掃費 102千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・夜間休日施設管理委託料 2,294千円

　夜間休日施設管理委託料の増。 ・多機能型施設運営協議会委員報酬 35千円

主
な
費
用

施策5-4　スポーツ活動の推進 教育委員会

保健体育関係事業補助金 ［見直し］
422

保健体育運営経費 　
1,084

駅伝大会等社会体育事業の企画運営に係る経費。
財
源

施策5-4　スポーツ活動の推進 教育委員会

主
な
費
用

施策5-4　スポーツ活動の推進 教育委員会

多機能型施設関係経費 ［見直し］
4,100

保健体育施設管理経費 　
31,697

社会体育施設維持管理に係る経費。
財
源

施設利用料

青少年スポーツ団体等へのスポーツ振興のための
補助。 財

源

主
な
費
用

施策5-4　スポーツ活動の推進 教育委員会

　・西の宮・大原机山公園マレットゴルフ場管理団体

みんなの広場アスボの維持管理に係る経費。
財
源

施設利用料他

主
な
費
用
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款 9 項 6 目 4

事業№ 千円

198 前年度比 ＋ 50 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円 1,278千円

　・文化財保護委員　5名 その他の内容

　・喬木村誌編纂委員　10名 ・文化財保護委員報酬 100千円

　・曙月庵の管理 ・喬木村誌編纂委員報酬 80千円

・曙月庵シロアリ駆除 400千円

・曙月庵等剪定料 347千円

款 9 項 6 目 4

事業№ 千円

199 前年度比 ＋ 171 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

883千円

＜事業内容＞ その他の内容

　・収蔵物の管理 ・資料館運営委員報酬等 229千円

　・資料館運営委員　5名 ・光熱水費 204千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・修繕費 80千円

　備品の更新による増。 ・備品購入費（キャビネット） 71千円

款 9 項 6 目 5

事業№ 千円

200 前年度比 6,927 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,682千円

＜事業内容＞ その他の内容

　・埋蔵文化財発掘調査 ・発掘調査員報酬（試掘調査） 525千円

・発掘調査員報酬（統合保育所調査） 4,715千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・発掘調査委託料（試掘調査） 321千円

　統合保育所建設に伴う発掘調査のため。 ・発掘調査委託料（統合保育所調査） 1,314千円

款 9 項 6 目 6

事業№ 千円

201 前年度比 ▲ 575 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

250千円 10,457千円

＜事業内容＞ その他の内容

　・第33回椋鳩十夕やけ祭 ・講師謝礼及び謝金 963千円

　・椋文学夏期講座 ・印刷製本費 189千円

・図書館システム関係経費 3,083千円

・図書購入費 3,000千円

主
な
費
用

施策5-5　文化・芸術活動の推進 教育委員会

歴史民俗資料館管理運営経費 　
883

文化財保護一般経費
1,279

村内に有る文化財の保護に係る経費。
財
源

曙月庵使用料

施策5-5　文化・芸術活動の推進 教育委員会

主
な
費
用

施策5-5　文化・芸術活動の推進 教育委員会

椋記念館図書館運営経費 　
10,707

埋蔵文化財発掘経費 ［見直し］
7,682

埋蔵文化財の保護調査に係る経費
財
源

歴史民俗資料館の管理運営に係る経費。
財
源

主
な
費
用

施策5-5　文化・芸術活動の推進 教育委員会

椋鳩十の資料展示と研究資料の収集や図書館の
管理運営を行う 財

源

記念館入館料他

主
な
費
用
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災害復旧費

款 10 項 1 目 1

事業№ 千円

202 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

100千円

その他の内容

・災害復旧工事（排土等） 100千円

款 10 項 1 目 2

事業№ 千円

203 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

100千円

その他の内容

・災害復旧工事（排土等） 100千円

款 10 項 2 目 1

事業№ 千円

204 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

200千円

その他の内容

・災害復旧工事（排土等） 200千円

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実 生活環境課

村単林道災害復旧事業費 　
100

村単農業用施設災害復旧事業費 　
100

農業用施設の災害復旧事業費。
財
源

施策3-4　消防・防災対策の充実 高速交通対策課

主
な
費
用

村単土木施設災害復旧事業費 　
200

道路等の村単独災害復旧事業費。
（国庫補助の対象とならなかった箇所） 財

源

林道の災害復旧事業費。
財
源

主
な
費
用

施策3-4　消防・防災対策の充実 高速交通対策課
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公債費

款 11 項 1 目 1

事業№ 千円

205 前年度比 ＋ 18,216 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

309,366千円

その他の内容

・長期債元金償還金 309,366千円

款 11 項 1 目 2

事業№ 千円

206 前年度比 ▲ 2,294 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,321千円

その他の内容

・長期債利子償還金 8,321千円

【前年度予算額からの増減理由】

　償還の進行により支払利息が減少したため。

款 11 項 1 目 2

事業№ 千円

207 前年度比 -     千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

500千円

その他の内容

・一時借入金利子償還金 500千円

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

借入金元金償還経費 　
309,366

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

一時借入金利子償還経費 　
500

借入金利子償還経費 　
8,321

村債の利子償還金。
財
源

村債の元金償還金。
財
源

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

緊急を要する理由等により一時借入を行った際に
生じる利子償還金。 財

源

主
な
費
用
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諸⽀出⾦

款 12 項 1 目 1

事業№ 千円

208 前年度比 ▲ 199 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円

その他の内容

【前年度予算額からの増減理由】

　本年度は取得予定の財産がないため。

予備費

款 13 項 1 目 1

事業№ 千円

209 前年度比 ＋ 5,278 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

35,197千円

その他の内容

年度途中の不測の事態による予算不足に対応する
ための経費。 財

源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課

予備費 　
35,197

普通財産取得経費 　
1

目的が不明確な財産購入に係る経費。
財
源

施策6-3　戦略的な自治体経営の推進 企画財政課
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２　国民健康保険特別会計当初予算
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国民健康保険特別会計

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

1 前年度比 ▲ 121 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

千円 1,405千円 1,382千円

その他の内容

・保険証等用紙代 30千円

・保険証等郵送代 66千円

・保険証作成委託料 434千円

・システム改修委託料 1,382千円

款 1 項 1 目 2

事業№ 千円

2 前年度比 ▲ 6 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

333千円

その他の内容

・国保連負担金 　　平等割 112千円

　　被保険者割 146千円

　　事業割 75千円

款 1 項 2 目 1

事業№ 千円

3 前年度比 210 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,282千円  

その他の内容

・納税通知等用紙代 314千円

・口座振替手数料 100千円

・賦課業務電算委託料 1,868千円

款 1 項 3 目 1

事業№ 千円

4 前年度比 45 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

199千円  

その他の内容

・運営協議会委員報酬 134千円

・運営協議会委員旅費 9千円

・国保新聞購入費等 56千円

主
な
費
用

運営協議会費
199

国保運営の内容を審議する協議会に係る費用。
財
源

一般会計繰入金

国保税の賦課徴収に必要な費用。
財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

賦課徴収費 　
2,282

連合会負担金
333

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

一般管理費
2,787

県内の国保共同事業をとりまとめている国民健康保
険団体連合会への負担金。 財

源

国保運営に関する一般経費。
財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

68



款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

5 前年度比 ▲ 15,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

300,000千円  

その他の内容

・一般被保険者療養給付費 300,000千円

〈一般被保険者数〉

1,235人（1月末現在）　前年比▲86人

款 2 項 1 目 2

事業№ 千円

6 前年度比 ▲ 3,700 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

300千円  

その他の内容

・退職被保険者療養給付費 300千円

【前年度予算額からの増減理由】 〈退職被保険者数〉

　被保険者数の減少による。 　4人（1月末現在）　前年比▲6人

款 2 項 1 目 3

事業№ 千円

7 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,600千円  

その他の内容

・一般被保険者療養費 3,600千円

款 2 項 1 目 4

事業№ 千円

8 前年度比 ▲ 80 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20千円  

その他の内容

・退職被保険者等療養費 20千円

【前年度予算額からの増減理由】

　被保険者数の減少による。

整骨院等の柔整やマッサージ、補装具等で退職被
保険者の自己負担分を除いた医療費。 財

源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

退職被保険者等療養費
20

一般被保険者療養費 　
3,600

整骨院等の柔整やマッサージ、補装具等で一般被
保険者の自己負担分を除いた医療費。 財

源

退職被保険者の自己負担分を除いた医療費。
財
源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

退職被保険者等療養給付費
300

一般被保険者の自己負担分を除いた医療費。
財
源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

一般被保険者療養給付費
300,000
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款 2 項 1 目 5

事業№ 千円

9 前年度比 115 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,265千円 18千円

その他の内容

・レセプト処理手数料等 18千円

・国保診療報酬審査手数料 1,265千円

款 2 項 2 目 1

事業№ 千円

10 前年度比 ▲ 3,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

42,000千円  

その他の内容

42,000千円

款 2 項 2 目 2

事業№ 千円

11 前年度比 ▲ 500 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

200千円  

その他の内容

・退職被保険者等高額療養費 200千円

【前年度予算額からの増減理由】

　被保険者数の減少による。

款 2 項 2 目 3

事業№ 千円

12 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

100千円  

その他の内容

・一般被保険者高額介護合算療養費 100千円

一般被保険者の国保と介護保険の両方の自己負
担額を合算し、年間の限度額を超えた場合に支給
する費用。

財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

一般被保険者高額介護合算療養費
100

退職被保険者等高額療養費 　
200

退職被保険者の１ヶ月分の医療費が、限度額を超
えた場合の差額医療費。 財

源

一般被保険者の１ヶ月分の医療費が、限度額を超
えた場合の差額医療費。 財

源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

・一般被保険者高額療養費

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

一般被保険者高額療養費
42,000

医療費請求の取りまとめや内容審査等の手数料。
財
源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

審査支払手数料
1,283
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款 2 項 2 目 4

事業№ 千円

13 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20千円  

その他の内容

20千円

款 2 項 3 目 1

事業№ 千円

14 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10千円  

その他の内容

・一般被保険者移送費 10千円

款 2 項 3 目 2

事業№ 千円

15 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10千円  

その他の内容

・退職被保険者等移送費 10千円

款 2 項 4 目 1

事業№ 千円

16 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,400千円 700千円

その他の内容

・出産育児一時金　　420,000円＊5件 2,100千円

　　

※産科医療制度加入医療機関での出産 42.0万円

　 その他の場合 40.4万円

国保加入者の出産に対して交付する一時金。
財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

出産育児一時金
2,100

医師の指示により退職被保険者が、入院や転院の
ためにタクシー等を使用した場合に支給される費
用。

財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

退職被保険者等移送費 　
10

一般被保険者移送費
10

医師の指示により一般被保険者が、入院や転院の
ためにタクシー等を使用した場合に支給される費
用。

財
源

退職被保険者の国保と介護保険の両方の自己負
担額を合算し、年間の限度額を超えた場合に支給
する費用。

財
源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

・退職被保険者等高額介護合算療養費

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

退職被保険者等高額介護合算療養
費

20
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款 2 項 5 目 1

事業№ 千円

17 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

500千円

その他の内容

・葬祭費 　　50,000円＊10件 500千円

　　

款 2 項 6 目 1

事業№ 千円

18 前年度比 ▲ 63 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,200千円  

その他の内容

・結核精神給付金 1,200千円

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

19 前年度比 ▲ 15,293 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,029千円 21,862千円 60,957千円

その他の内容

・納付金（一般医療給付費分） 85,848千円

款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

20 前年度比 ▲ 166 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

62千円

その他の内容

・納付金（退職医療給付費分） 62千円

【前年度予算額からの増減理由】

　被保険者数の減少による。

県へ支払う退職被保険者医療給付費分の納付金。
財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

退職被保険者医療給付費分 　
62

一般被保険者医療給付費分
85,848

県へ支払う一般被保険者医療給付費分の納付金。
財
源

一般会計繰入金

結核患者、精神患者の方の通院自己負担分を給付
する費用。 財

源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

結核精神給付金
1,200

葬祭費
500

国保被保険者の方が亡くなられた場合に、葬祭を
行った方に支給される費用。 財

源

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課
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款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

21 前年度比 73 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,579千円 26,554千円

その他の内容

・納付金（一般後期支援金分） 35,133千円

款 3 項 2 目 2

事業№ 千円

22 前年度比 ▲ 62 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14千円

その他の内容

・納付金（退職後期支援金分） 14千円

【前年度予算額からの増減理由】

　被保険者数の減少による。

款 3 項 3 目 1

事業№ 千円

23 前年度比 1,014 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,874千円 9,928千円

その他の内容

・納付金（介護納付金分） 12,802千円

款 4 項 1 目 1

事業№ 千円

24 前年度比 531 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,865千円 62千円 2,025千円

その他の内容

・臨時職員報酬 1,882千円

・医師謝礼 20千円

・健診委託料 4,644千円

・運動指導士委託料 152千円

40歳から74歳の被保険者に対して実施する特定健
康診査等の実施費用。 財

源

検診一部負担金

主
な
費
用

施策1-1　村民の健康づくりの推進 保健福祉課

特定健康診査等事業費
6,952

県へ支払う介護納付金分の納付金。
財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

介護納付金分 　
12,802

退職被保険者後期高齢者支援金等
分

　
14

県へ支払う退職被保険者後期高齢者支援金等分の
納付金。 財

源

県へ支払う一般被保険者後期高齢者支援金等分の
納付金。 財

源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

一般被保険者後期高齢者支援金等
分

　
35,133
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款 4 項 2 目 1

事業№ 千円

25 前年度比 ▲ 4 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

222千円 661千円

その他の内容

・印刷製本及び追録代 425千円

・医療費通知等郵送料 183千円

・医療費通知等作成委託料 86千円

・レセプト点検委託料 184千円

款 4 項 2 目 2

事業№ 千円

26 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,400千円

その他の内容

・人間ドック助成金 1,400千円

　　15,000円×30人

　　10,000円×95人（受診券使用）

款 4 項 2 目 2

事業№ 千円

27 前年度比 ▲ 216 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

その他の内容

款 5 項 1 目 1

事業№ 千円

28 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

118千円  

その他の内容

・基金積立金 118千円

基金への積立金。
財
源

基金利子

主
な
費
用

主
な
費
用

【前年度予算額からの増減理由】
　事業対象者を国保以外の方へも拡大したため、事業費を一
　般会計へ移行した。

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

財政調整基金積立金 　
118

疾病予防費
（保険者努力支援事業関連）

［見直し］
0

健康増進のための健康ポイント事業。
財
源

人間ドックを受診された方への助成費用。
財
源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

疾病予防費
1,400

保健衛生普及費
883

国保の広報、レセプト点検や医療費通知等の費用。
財
源

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課
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款 6 項 1 目 1

事業№ 千円

29 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円

その他の内容

・一時借入金利子 1千円

款 7 項 1 目 1

事業№ 千円

30 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,000千円

その他の内容

・一般被保険者保険税還付金 1,000千円

款 7 項 1 目 2

事業№ 千円

31 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

100千円

その他の内容

・退職被保険者等保険税還付金 100千円

款 7 項 1 目 3

事業№ 千円

32 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円

その他の内容

・退職者療養給付費交付金返還金 1千円
主
な
費
用

療養給付費交付金返還金 　
1

精算による社会保険診療報酬支払基金への返還
金。 財

源

遡及して国保資格を喪失した際に発生する、退職被
保険者への過年度分の国保税還付金。 財

源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

退職被保険者等保険税還付金
100

一般被保険者保険税還付金
1,000

遡及して国保資格を喪失した際に発生する、一般被
保険者への過年度分の国保税還付金。 財

源

一時借入金の利子償還を行う。
財
源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

利子
1
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款 7 項 1 目 4

事業№ 千円

33 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10千円

その他の内容

・指定公費返還金 10千円

款 7 項 1 目 5

事業№ 千円

34 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円

その他の内容

・一般被保険者還付加算金 1千円

款 7 項 1 目 6

事業№ 千円

35 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円

その他の内容

・退職被保険者等還付加算金 1千円

款 7 項 2 目 1

事業№ 千円

36 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円

その他の内容

・延滞金 　　 1千円

支払が納期を遅延した場合の延滞金。
財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

延滞金 　
1

退職被保険者等還付加算金
1

退職被保険者等保険税還付金の還付加算金。
財
源

一般被保険者保険税還付金の還付加算金。
財
源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

一般被保険者還付加算金
1

精算等による返還金。
財
源

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

その他償還金
10
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款 8 項 1 目 1

事業№ 千円

37 前年度比 6,223 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

13,729千円

その他の内容

主
な
費
用

予備費
13,729

年度中の増額補正を行うための留保財源。
財
源

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課
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３　後期高齢者医療特別会計当初予算
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後期高齢者医療特別会計

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

1 前年度比 1,007 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,963千円  

その他の内容

・納入通知書等印刷費 117千円

・保険証等郵送料 110千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・後期高齢システム改修委託料 986千円

　今年度、システム改修が行われるため増額となる。 ・後期高齢システム使用料・保守料 670千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

2 前年度比 7,940 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

81,662千円

その他の内容

・後期高齢者医療保険料 57,939千円

・基盤安定負担金 20,440千円

・後期高齢広域連合負担金 3,282千円

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

3 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

50千円  

その他の内容

・保険料還付金 50千円

款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

4 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5千円  

その他の内容

・還付加算金 5千円

還付にあたって加算金が生じた場合の費用。
財
源

後期高齢者医療広域連合支出金

主
な
費
用

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

還付加算金
5

保険料還付金 　
50

過年度分の保険料還付金。
財
源

後期高齢者医療広域連合支出金

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

後期高齢者医療広域連合納付金
81,662

長野県後期高齢者医療広域連合へ納付する保険
料や負担金。 財

源

保険料及び一般会計繰入金

主
な
費
用

後期高齢者医療事業に係わる一般事務費。
財
源

一般会計繰入金

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課

一般管理費
1,963
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款 4 項 1 目 1

事業№ 千円

5 前年度比 53 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

320千円

その他の内容

主
な
費
用

予備費
320

年度中の増額補正を行うための留保財源。
財
源

施策1-6　社会保障の充実 保健福祉課
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４　介護保険特別会計当初予算
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介護保険特別会計

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

1 前年度比 151 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1千円 532千円  

その他の内容

・高齢者福祉懇話会委員報酬 220千円

・事業計画印刷製本費 140千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・負担割合証用紙代等 77千円

　第８期介護保険事業計画策定年度のため。

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

2 前年度比 650 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,597千円  

その他の内容

＜職員数＞ ・一般職員給料 2,678千円

　・正規職員 １名 ・会計年度任用職員報酬 2,048千円

　・会計年度任用職員 １名 ・一般職員手当 1,781千円

・会計年度任用職員手当 464千円

款 1 項 2 目 1

事業№ 千円

3 前年度比 ▲ 8 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

430千円  

その他の内容

・介護保険納付書等用紙代等 287千円

・介護保険料賦課徴収電算委託料 101千円

款 1 項 3 目 1

事業№ 千円

4 前年度比 ▲ 140 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,239千円  

＜主な事業＞ その他の内容

　・主治医意見書 400件見込 ・主治医意見書作成料 1,870千円

・公用車定期点検整備料 60千円

・主治医意見書切手代 34千円

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

一般管理経費
533

介護保険事業に関わる一般事務費。
財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

一般職人事管理経費
8,597

介護保険事業担当職員の人事経費。

介護保険料賦課徴収に関わる事務費。
財
源

手数料、一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

賦課徴収経費 　
430

主
な
費
用

認定調査等関係経費
2,239

介護認定調査に関わる事務費。
財
源

一般会計繰入金
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款 1 項 3 目 2

事業№ 千円

5 前年度比 49 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,283千円  

その他の内容

・広域連合負担金 1,283千円

款 1 項 4 目 1

事業№ 千円

6 前年度比 96 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

370千円  

その他の内容

・介護保険制度普及パンフレット 250千円

・介護保険の手引き 100千円

【前年度予算額からの増減理由】 ・保険証用パンフレット 20千円

款 2 項 1 目 1

事業№ 千円

7 前年度比 ▲ 23,707 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

252,841千円 252,901千円 134,514千円

その他の内容

・居宅介護サービス 270,000千円

60,000千円

・施設介護サービス 282,000千円

・居宅介護サービス計画 26,400千円

款 2 項 2 目 1

事業№ 千円

8 前年度比 560 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,071千円 5,072千円 2,699千円

その他の内容

・居宅介護予防サービス 9,000千円

・居宅介護予防サービス計画 2,640千円

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

認定審査会共同設置関係経費
1,283

趣旨普及関係経費
370

介護保険制度に関わるパンフレットを作成し制度の
普及を図る。 財

源

一般会計繰入金

介護認定審査会（南信州広域連合）の共同設置に
伴う運営経費の負担金。 財

源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

要介護認定者（要介護１～５）の方が利用したサー
ビス費用額の７割～９割を給付。 財

源
支払基金交付金、一般会計繰入金、準備基金繰入金

主
な
費
用

・地域密着型（グループホーム等）サービス

主
な
費
用

　第８期介護保険事業計画策定年度のため。

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護サービス等関係費 　
640,256

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護予防サービス等関係費 　
12,842

要介護認定者（要支援１・２）の方が利用したサービ
ス費用額の７割～９割を給付。 財

源
支払基金交付金、一般会計繰入金、準備基金繰入金
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款 2 項 3 目 1

事業№ 千円

9 前年度比 ▲ 10 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

240千円 241千円 129千円

その他の内容

・審査支払手数料 610千円

款 2 項 4 目 1

事業№ 千円

10 前年度比 1,200 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,232千円 5,234千円 2,784千円

その他の内容

・高額介護サービス 13,200千円

・高額介護予防サービス 50千円

款 2 項 5 目 1

事業№ 千円

11 前年度比 100 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

561千円 561千円 298千円

その他の内容

・高額医療合算介護サービス 1,320千円

・高額医療合算介護予防サービス 100千円

款 2 項 6 目 1

事業№ 千円

12 前年度比 ▲ 2,034 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,784千円 8,786千円 4,672千円

その他の内容

・特定入所者介護サービス 22,000千円

・特定入所者介護予防サービス 240千円

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

審査支払関係費
610

高額介護等サービス関係費
13,250

１ヵ月の利用者負担額合計が、一定の上限額を超
えた場合の払戻金。 財

源
支払基金交付金、一般会計繰入金、準備基金繰入金

介護保険給付に係るサービス事業者からの介護報
酬請求の取りまとめ及び内容の審査に関わる国保
連合会への手数料。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金、準備基金繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護保険と医療保険の両方の利用者負担を年間で
合算し、一定の上限額を超えた場合の払戻金。 財

源
支払基金交付金、一般会計繰入金、準備基金繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

高額医療合算介護サービス等関係
費

　
1,420

主
な
費
用

特定入所者介護サービス等費
22,242

低所得者（住民税非課税・預貯金等一定額以下等
対象者）に対して、施設サービス及び短期入所サー
ビス利用時の食費・居住費(滞在費)の一部を負担。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金、準備基金繰入金
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款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

13 前年度比 1,937 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,108千円 8,784千円 3,348千円

その他の内容

・訪問型サービス 3,000千円

・通所型サービス 19,000千円

・通所型サービス（Ｂ） 120千円

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

14 前年度比 ▲ 60 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

473千円 474千円 253千円

その他の内容

・業務委託料 1,200千円

＜主な事業＞

  ・配食サービス　　 月400食利用見込 

款 3 項 1 目 1

事業№ 千円

15 前年度比 ▲ 4,973 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,620千円 4,259千円 862千円

その他の内容

＜職員数＞　　 ・一般職員給料 3,001千円

　・正規職員 １名 ・一般職員手当等 2,103千円

【前年度予算額からの増減理由】

　社会福祉士給与等の科目変更のため。

款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

16 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

32千円 33千円 18千円

その他の内容

・臨時職員賃金 83千円

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

訪問型・通所型サービス事業 　
22,240

配食サービス事業
（要支援・事業対象者）

　
1,200

食事の準備・調理が困難な要支援者、介護予防・日
常生活支援総合事業対象者に対し、栄養バランス
がとれるよう食事の提供を実施、また配食の際に安
否確認を行う。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金

要介護認定者（要支援１・２）、総合事業対象者が利
用した訪問型・通所型サービス費用額の一部を給
付。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護予防サービス及び介護予防・日常生活支援総
合事業対象者のケアプラン作成と、介護支援専門
員のネットワーク作り。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金、ケアプラン作成料

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護予防ケアマネジメント事業 　
6,741

主
な
費
用

訪問指導事業 　
83

要介護状態や重症化を予防するため、また閉じこも
り、うつ傾向、認知症、生活習慣病、関節疾患を防ぐ
ための訪問相談を実施。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金
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款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

17 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8千円 8千円 4千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・講師謝礼 20千円

　・認知症予防学習会 １地区予定

款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

18 前年度比 ▲ 264 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,004千円 1,272千円 535千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・業務委託料 2,770千円

　・健康体操教室 ９地区×月２回

　・水中体操教室　　　月２回（５月～10月）

款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

19 前年度比 370 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

592千円 592千円 316千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・業務委託料　　 1,500千円

　・地区のサロン21団体 ５千円/回

【前年度予算額からの増減理由】

　社協への委託料増額のため。

款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

20 前年度比 ▲ 33 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

30千円 30千円 15千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・講座委託料 75千円

　・サポーター養成講座、フォローアップ講座

【前年度予算額からの増減理由】

　委託取りやめのため。

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護予防教室事業
20

転倒骨折予防事業
2,811

筋力低下や麻痺の進行、関節の変形による生活機
能の低下を予防し、自立した生活を送るため、健康
体操教室、水中体操教室の事業を実施。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金、利用料

認知症のある方を地域で支え合うために、認知症の
理解を深める学習会を実施。 財

源

支払基金交付金、一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

地域の人々と高齢者が協力し、外出や交流の機会
を作り、高齢者自らの自発的活動が行えるよう支援
する。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

地区サロン支援事業 　
1,500

主
な
費
用

介護予防サポーター事業 　
75

地域において高齢者に対する介護予防の身近な担
い手として活躍できる生活支援・介護予防サポー
ター養成講座の実施。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金
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款 3 項 1 目 2

事業№ 千円

21 前年度比 3 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

78千円 79千円 41千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・業務委託料 198千円

　・リハビリ個別訪問指導 月１回

款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

22 前年度比 ▲ 4,490 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,013千円 1,005千円 1,200千円

その他の内容

＜職員数＞ ・一般職員給料 2,621千円

　・正規職員 １名 ・一般職員手当 1,375千円

【前年度予算額からの増減理由】

　社会福祉士給与等の科目変更のため。

款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

23 前年度比 1 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

86千円 28千円 35千円

その他の内容

・成年後見制度申立費用 55千円

・成年後見人報酬 84千円

款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

24 前年度比 278 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,938千円 676千円 772千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・会計年度任用職員報酬 1,847千円

　・協議体開催 年６回 ・会計年度任用職員手当 423千円

・協議体委員報酬 168千円

・研修会講師謝礼 100千円

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

リハビリ相談事業 　
198

総合相談事業
5,218

地域の人々からの総合相談を受け、医療・福祉・介
護・保健サービス提供機関との連携や調整を行う。 財

源

一般会計繰入金

筋力低下や麻痺の進行、関節の変形による生活機
能の低下を予防し、自立した生活を送るため、理学
療法士・作業療法士によるリハビリ訪問指導を実
施。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

成年後見制度についての普及啓発を行うとともに、
困難事例については専門家による相談を行い、高
齢者・障害者の権利擁護の支援を行う。

財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

成年後見制度支援事業 　
149

主
な
費
用

生活支援体制整備事業 　
3,386

高齢者の生活支援等サービスの体制整備を推進し
ていくため、生活支援コーディネーターや協議体の
設置を行う。

財
源

一般会計繰入金、登録料
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款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

25 前年度比 53 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

517千円 172千円 208千円

＜主な事業＞ その他の内容

　・認知症初期集中支援チーム ：下伊那厚生病院 ・認知症初期集中支援チーム委託料 584千円

　・認知症カフェ ：喬木村社協 ・認知症カフェ補助 230千円

・認知症ケアパス印刷製本　 21千円

款 3 項 2 目 1

事業№ 千円

26 前年度比 13 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

21千円 7千円 9千円

その他の内容

・広域連合負担金 37千円

款 3 項 2 目 2

事業№ 千円

27 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

11千円 4千円 5千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・講師謝礼 20千円

　・介護者学習会 年２回開催予定

款 3 項 2 目 2

事業№ 千円

28 前年度比 56 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

235千円 109千円 93千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・やすらぎ支援員報酬 378千円

  ・やすらぎ支援員派遣　　月35回利用見込 ・やすらぎ支援員旅費 45千円

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

認知症総合支援事業 　
897

在宅医療・介護連携推進事業 　
37

在宅医療・介護連携推進事業に係る広域連合への
負担金 財

源

一般会計繰入金

早期診断・早期対応に向けた支援や地域における
支援体制の構築と認知症ケア向上を家族支援と併
せ行う。

財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護者が安心して在宅介護を継続できるよう、介護
の方法や病気を理解するための学習会を実施。 財

源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

家族介護教室事業 　
20

主
な
費
用

やすらぎ支援事業 　
437

認知症高齢者の家族が在宅で介護を継続できるよ
う、見守りや話し相手となる支援員の訪問を実施。 財

源

一般会計繰入金、利用料
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款 3 項 2 目 2

事業№ 千円

29 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

144千円 48千円 58千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・オムツ購入券補助 250千円

  ・オムツ購入券支給　 対象者５名見込

款 3 項 2 目 2

事業№ 千円

30 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

35千円 11千円 14千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・家族介護者交流補助 60千円

　・介護者の会（新規）　　 年４回

　・介護者の会（認知症） 年１回

　・介護者の会（学習会） 年２回

款 3 項 2 目 2

事業№ 千円

31 前年度比 14 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

35千円 11千円 14千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・業務委託料（社協） 60千円

  ・認知症サポーター養成講座

款 3 項 2 目 2

事業№ 千円

32 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

173千円 57千円 70千円

その他の内容

＜主な事業＞ ・業務委託料 300千円

  ・配食サービス　　 月100食利用見込 

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

介護用品支給事業
250

家族介護者交流事業
60

新規介護者の介護保険制度の学習や、在宅介護の
継続ができるよう地域間での交流を図る。 財

源

一般会計繰入金

住民税非課税世帯で介護度４、５の在宅生活の方
を介護している世帯へ介護用品購入費用の一部補
助を実施。

財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

認知症の方及び家族を理解し行動できる地域づくり
のため、地域住民及び中学生を対象とした認知症
サポーター養成講座を開催する。

財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

認知症サポーター養成事業 　
60

主
な
費
用

配食サービス事業
（要介護・一般高齢者）

　
300

食事の準備・調理が困難な要介護者・一般高齢者
に対し、栄養バランスがとれるよう食事の提供を実
施、また配食の際に安否確認を行う。

財
源

一般会計繰入金
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款 3 項 3 目 1

事業№ 千円

33 前年度比 ▲ 66 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

720千円 241千円 286千円

その他の内容

・電算システム委託料 845千円

・事務用品費 160千円

・公用車定期点検整備料 30千円

款 3 項 4 目 1

事業№ 千円

34 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

56千円 55千円 29千円

その他の内容

・審査支払手数料 140千円

款 4 項 1 目 1

事業№ 千円

35 前年度比 ▲ 6 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

50千円 1千円

その他の内容

・基金積立金 51千円

款 5 項 1 目 1

事業№ 千円

36 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

50千円

その他の内容

・第１号被保険者保険料還付金 50千円

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

地域包括支援センター運営事業
1,247

審査支払関係費 　
140

介護予防・日常生活支援総合事業に係るサービス
事業者からの介護報酬請求の取りまとめ及び内容
の審査に関わる国保連合会への手数料。

財
源

支払基金交付金、一般会計繰入金

地域包括支援センター運営に関する経費
財
源

一般会計繰入金

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

第１号保険料超過分を準備基金へ積み立て、保険
料不足時の財源とする。 財

源

準備基金利子

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

基金関係経費
51

主
な
費
用

第１号被保険者保険料還付関係費 　
50

過年度の保険料に対する還付金及び返納金。
財
源
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款 5 項 1 目 2

事業№ 千円

37 前年度比 0 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7千円

その他の内容

・返納金 7千円

款 6 項 1 目 1

事業№ 千円

38 前年度比 ▲ 726 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,751千円

その他の内容

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課

償還金関係経費
7

主
な
費
用

予備費 　
2,751

年度中の増額補正を行うための留保財源。
財
源

前年度保険給付費等精算後の返納金。
財
源

主
な
費
用

施策1-5　高齢者福祉の推進 保健福祉課
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5　水道事業会計当初予算
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水道事業会計

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

1 前年度比 2,092 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

31,232千円  

その他の内容

　 ・電気料 15,000千円

・修繕費 5,500千円

・水質検査負担金 7,146千円

・管理等委託料 1,918千円

款 1 項 1 目 2

事業№ 千円

2 前年度比 1,300 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

6,700千円  

その他の内容

・漏水等修繕費 5,500千円

・水道用資材費 1,200千円

【前年度予算額からの増減理由】

　漏水等修繕費の増額。

款 1 項 1 目 3

事業№ 千円

3 前年度比 ▲ 20,352 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

3,300千円  

その他の内容

＜受託工事＞ ・受託工事費 3,300千円

　・富田バイパス関連小塩洞減圧弁移設工事

【前年度予算額からの増減理由】

　増工対応分のみ計上。

款 1 項 1 目 4

事業№ 千円

4 前年度比 ▲ 75 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

21,699千円  

＜職員数＞ その他の内容

　・正規職員　２名 ・人件費 12,784千円

・会計事務所等委託料 2,415千円

・テレメーター回線使用料等 1,859千円

・口座振替等手数料 1,095千円

水道事業経営全体に係る経費支出を行う。
財
源

主
な
費
用

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

総係費 　
21,699

受託工事費
3,300

水道に関する受託工事等を行う。
財
源

配水及び給水施設等の維持管理を行う。
財
源

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

配水及び給水費
6,700

水源及び浄水場等水道施設の維持管理を行う。
財
源

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

原水及び浄水費
31,232
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款 1 項 2 目 1

事業№ 千円

5 前年度比 ▲ 365 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

2,892千円 2,573千円  

その他の内容

・企業債利息 5,465千円

款 1 項 2 目 2

事業№ 千円

6 前年度比 0 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

7,000千円  

その他の内容

・消費税 7,000千円

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

7 前年度比 175,890 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

＜主な事業＞ 160千円 182,000千円

中原配水管布設工事設計委託・工事 その他の内容

伊久間工業団地設計委託・工事 ・設計委託料 25,740千円

堰下配水管布設工事設計委託・工事 ・工事費 156,420千円

【前年度予算額からの増減理由】

　村の開発に伴う管敷設工事を実施するため。

款 1 項 2 目 1

事業№ 千円

8 前年度比 1,540 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

1,540千円

その他の内容

＜購入車両＞ ・車両運搬具購入費 1,540千円

軽トラック

【前年度予算額からの増減理由】

　車両の更新を行うため。

必要な機器等、有形固定資産購入に要する経費。
財
源

損益勘定留保資金、引継金

主
な
費
用

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

有形固定資産購入費
1,540

建設改良費
182,160

宅地開発等に伴う配水管の新規工事を行う。
財
源

企業債

消費税納付を行う。
財
源

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

消費税及び地方消費税
7,000

企業債利息及び企業債取扱諸費
5,465

上水道施設整備のために借りた水道事業債の企業
債利息返済を行う。 財

源

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課
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款 1 項 3 目 1

事業№ 千円

9 前年度比 3,326 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

13,460千円 12,187千円
その他の内容

・企業債償還元金 25,647千円

款 1 項 4 目 1

事業№ 千円

10 前年度比 18 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

113千円  

その他の内容

・基金積立 113千円

基金の積立を行う。
財
源

主
な
費
用

主
な
費
用
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基金積立金
113

企業債償還金 25,647

上水道施設整備のために借りた水道事業債の元金
返済を行う。

財
源

損益勘定留保資金、引継金

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課
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6　下水道事業会計当初予算
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下水道事業会計

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

1 前年度比 ＋ 0 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

6,080千円  

＜主な事業＞ その他の内容

　・公共桝取出 8カ所 (堰下5,伊久間2,富田1) ・工事請負費 4,080千円

　・管渠修繕 8カ所 ・管渠修繕費 2,000千円

款 1 項 1 目 2

事業№ 千円

2 前年度比 ▲ 1,043 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

71,414千円  

＜主な事業＞ その他の内容

　・堰下・伊久間・富田　３処理場の管理運営 ・委託費 32,167千円

　・処理施設維持管理委託　 ・修繕費 15,685千円

　・処理場内機械修繕 ・光熱水費 14,310千円

・薬品費 3,536千円

款 1 項 1 目 3

事業№ 千円

3 前年度比 ▲ 4,543 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

7,924千円 7,000千円  

＜職員数＞ その他の内容

　・正規職員　1名 ・会計年度任用職員　1名 ・人件費 9,972千円

＜主な事業＞ ・下水道事業BCP変更委託 ・業務委託料 2,980千円

【前年度予算額からの増減理由】

　平成31年度中に下水道変更事業計画完了のため。

款 1 項 2 目 1

事業№ 千円

4 前年度比 ▲ 4,485 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

699千円 26,698千円  

その他の内容

・企業債利息 27,397千円

下水道施設整備のために借りた下水道事業債の利
息返済を行う。 財

源

主
な
費
用

主
な
費
用
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支払利息及び企業債取扱諸費
27,397

総係費 　
14,924

財
源

下水道事業経営全般に要する経費。

特環及び農集排処理場の維持管理に要する経費。
財
源

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

主
な
費
用

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

処理場費 　
71,414

公共桝の取出し及び埋設管渠の維持管理に要する
経費。 財

源

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

管渠費
6,080
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款 1 項 2 目 2

事業№ 千円

5 前年度比 ＋ 7,000 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

7,000千円  

その他の内容

・消費税 7,000千円

【前年度予算額からの増減理由】

款 1 項 1 目 1

事業№ 千円

6 前年度比 ＋ 74,100 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

2,500千円 166,000千円

＜主な事業＞ その他の内容

　・富田機能強化工事（2年目）・堰下管渠新設工事 ・工事請負費 46,000千円

　・堰下ＰＯＤ増設工事委託（1年目） ・委託料 122,500千円

【前年度予算額からの増減理由】

款 1 項 3 目 1

事業№ 千円

7 前年度比 ＋ 5,115 千円

営業収益 営業外収益 出資金・分担金 その他

101,100千円 67,953千円

その他の内容

・企業債元金 169,053千円
主
な
費
用

建設企業債元金償還金
169,053

下水道施設整備のために借りた下水道事業債の元
金返済を行う。 財

源

損益勘定留保資金・引継金

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

主
な
費
用

　堰下浄化ｾﾝﾀｰPOD増設工事着手による。

建設改良費
168,500

財
源

国庫補助金・下水道事業債

下水道処理施設の贈設及び機能強化等に要する
経費。

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

施策2-4　上・下水道の整備 生活環境課

消費税及び地方消費税
7,000

消費税納付を行う。
財
源

主
な
費
用

　公営企業会計移行し初年度の実績から消費税が発生するため。
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村の予算・決算は村のホームページでもご覧になれます。

メール　zaisei@vill.takagi.nagano.jp
電　話　０２６５－３３－２００１（代表）

【 喬木村役場 企画財政課 】

たかぎむら


